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1. この 目論見書により行うガ リレオ （以下「本ファンド」といいます。）の 受益証券の 募集については 、

委託会社は 、証券取引法第５条の 規定により有価証券届出書を平成１５年１月２０日に関東

財務局長に提出しており、平成１５年１月２１日にその 届出の 効力が生じております。また、同法

第７条の 規定により、平成１５年７月１８日に有価証券届出書の 訂正届出書を関東財務局長

に提出しております。      

2. 本ファンドは 債券など値動きの ある 証券（外国証券には 為替リス ク も あります。）に投資し、基準

価額は 変動します。したがって、元金が保証され ている も の では ありません。運用によって信託財

産に生じた損益は すべ て投資家の 皆様に帰属します。 
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フ ァ ン ド 名

商 品 分 類

フ ァ ン ド の ね ら い

主 な 投 資 対 象

ベ ン チ マ ー ク

決 算 日

収 益 分 配

信 託 設 定 日

信 託 期 間

募 集 期 間

募 集 総 額

信 託 報 酬

信 託 事 務 の 諸 費 用

委 託 会 社

受 託 銀 行

*1 以下「本ファンド」といいます。

*2 以下「マザ ーファンド」といいます。

*3 本書では 、「債券」という場合、原則として債券先物取引等を含む も の とします。

純資産総額に対して年率1.50%

『ガ リレオ ・マザ ーファンド』(*2)の 受益証券を主要投資対象とします。マザ ーファンドは 主として日本
を含む 世界各国の 債券および 通貨に投資します。
・

(債券先物取引
（*3）
、円短期金融商品等を含みます。円短期運用を目的として非円建ての 短期金融商品に投

資し円ヘッジ する ことがあります。）

ＪＰモルガ ン・ガ バメント・ボンド・インデック ス （グ ローバル）（100％為替円ヘッジ 、円ベース ）と
1ヵ月円LIBORを80対20で合成した複合ベンチ マーク

日興シ ティ信託銀行株式会社

2003年1月21日から2004年1月20日まで
・

（募集期間は 、上記期間満了前に有価証券届出書を提出する ことによって更新され ます。）

毎年4月20日および 10月20日 （ただし休業日の 場合は 翌営業日）

純資産総額に対して年率0.05%を上限として定率で差引かれ ます。

ゴ ールドマン・サ ック ス ・アセ ット・マネジ メント株式会社

原則として毎決算時に行います。
分配金は 税金を差引いた後自動的に無手数料で全額再投資され ます。取扱販売会社によっ
ては 、収益分配金を定期的に受取る 旨の 契約を締結する ことができます。
・
分配金額は 、委託会社が基準価額水準、市場動向等を勘案して決定します。

ガ リレオ (*1)

追加型株式投資信託／バランス 型／自動けいぞく投資専用

信託財産の 長期的な成長を図る ことを目標として運用を行います。

5,000億円を上限とします。

原則として無期限

1997年5月1日

１．１．ファンド概要ファンド概要

１－１．商品概要
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１．１．ファンド概要ファンド概要

2003年 8月25日 一般公休日（ロンドン）

9月1日 労働者の 日（ニューヨーク ）

10月13日 コ ロンブス 記念日（ニューヨーク ）

11月11日 復員軍人の 日（ニューヨーク ）

11月27日 感謝祭（ニューヨーク ）

12月25日 ク リス マス （ロンドン／ニューヨーク ）

12月26日 ボク シ ング ・デー（ロンドン）

2004年 1月1日 ニュー・イ ヤーズ ・デー（ロンドン／ニューヨーク ）

1月19日 キ ング 牧師誕生記念日（ニューヨーク ）

2月16日 ワシ ントン誕生記念日（ニューヨーク ）

2003年7月18日現在、委託会社が 認識し得る 2004年3月まで の ロンドンまた は
ニューヨーク の 休業日で す 。(休業日は 変更され る ことが あ り ます の で 、必ず 事前に
取扱販売会社までお 問合わ せ くだ さい 。)

ロンドンまたは ニューヨークの 休業日

１－２．お買付けとご換金

お申込みの 詳細に つ い て は 、取扱販売会社に お 問合わ せ の うえ 、ご確認くだ さい 。

取扱販売会社に つ い て は 「６－１．取扱販売会社」をご参照くだ さい 。

ガ リレオ

お 買 付 け ・ご 換 金

申 込 受 付 締 切 時 間

買付価額・換金価額

買 付 単 位

お 申 込 手 数 料

換 金 単 位

信 託 財 産 留 保 額 なし

換金代金 の お 支払い

課 税 関 係

毎営業日の 午後3時 （国内の 証券取引所の 半休日は 午前11時）
・

（注）取扱販売会社によって受付時間が異なる場合がございます。

取扱販売会社によって異なります。

英国証券取引所も しくは ニューヨーク証券取引所の 休業日または ロンドンの 銀行も しくは ニュー
ヨークの 銀行の 休業日(以下｢ロンドンまたは ニューヨークの 休業日｣といいます。)を除く毎営業日
にお申込み可能です。

収益分配時の 普通分配金ならび に換金時および 償還時の 個別元本超過額に対して20%
（所得税15%、地方税5%）の 税率により源泉徴収され ます。ただし、2004年1月1日から2008
年3月31日までの 間は 、個人の 受益者について10%、法人の 受益者について7%の 優遇課税
が適用され る 予定です。詳しくは 「8-2.課税上の 取扱い」をご参照ください。

2.00％を上限として、各取扱販売会社の 定め る 料率となります。

原則として換金申込日から起算して5営業日目から、お申込みの 取扱販売会社でお支払
い致します。

1口単位

お申込日の 翌営業日の 基準価額
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２．２．ファンドの ポイントファンドの ポイント

２－１．ファンドの 特徴

（注）損益は すべ て投資家である 受益者に帰属します。

１． 世界の 先進国の 国債および 通貨を中心に分散投資します。

２． 基本資産配分は 、債券80％、円短期金融商品20％です。

３． 資産間、債券国別、通貨の 各配分比率の 変更を通じて、収益の 向上を目指します。

４． 外貨建資産については 100%円ヘッジ を基本とする ことで、為替相場変動の 影響を低減します。

５． ゴ ールドマン・サ ック ス が開発した計量運用モデル群を用いて運用を行います。

（注）市況動向や 資金動向その 他の 要因等によっては 、運用方針に従った運用ができない場合があります。

本ファンドの 特徴本ファンドの 特徴

本ファンドは 、実質的に本ファンドと同一の 運用方針を有する マザ ーファンド（以下本ファンドおよび マザ ーファンドを総

称して｢ガ リレオ ｣ということがあります。)への 投資を通じて、主に、世界の 先進国の 国債および 通貨へ幅広く分散投資
を行います。

本ファンドの 運用は 、ファミリーファンド方式で行います。ファミリーファンド方式とは 、投資家からの 資金をまとめ てベビー

ファンド(本ファンド)とし、その 資金をマザ ーファンドの 受益証券に投資して実質的な運用を行う仕組みです。ただし、ベ

ビーファンドである 本ファンドから有価証券等に直接投資する ことも あります。

投資家（受益者）

マザ ーファ ンド

主な投資対象

投資 投資
買付・解約
お 申込み

収益分配金
償還金
解約代金

損益（注） 損益（注）

ガ リレオ
ガ リレオ ・

ベビーファンドベビーファンド マザ ーファンド
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「ガ リレオ 」は 、日本を含む 先進国を中心とした世界の 国債および 通貨を主な投資対象とします。

「ガ リレオ 」は 、世界の 主要な国債市場をカバーする 代表的な指数の ひ とつである JPモルガ ン・ガ バメント・ボンド・イン

デック ス (グ ローバル) (100％為替円ヘッジ 、円ベース )と1ヵ月円LIBORを80対20で合成した複合ベンチ マークを採用し

ています。

ひ とつの 国の 債券だけに投資した場合、投資結果は 、ひ とつの 国の 金利動向などの 市場要因に主に左右され る ことと
な ります。「ガ リレオ 」では 、投資対象とする 国および 通貨を広く分散する ことにより、リス クを分散し、安定したリターンを
追求します。

　

２．２．ファンドの ポイントファンドの ポイント

２－１．ファンドの 特徴

円短期金融商品
20%

世界債券
（為替円ヘッジ ）
80%

使用インデック ス ：
JPモルガ ン・ガ バメント・ボンド・インデック ス (グ ローバル)
（100％為替円ヘッジ 、円ベース )

使用インデック ス ：
1ヵ月円LIBOR

「ガ リレオ 」の ベンチ マーク

ガ リ レ オ
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２．２．ファンドの ポイントファンドの ポイント

２－１．ファンドの 特徴

上記の データ は 、日本債券は JP モルガ ン日本債券インデック ス 、世界債券は JP モルガ ン・ガ バメント・ボンド・インデック ス （グ ローバル）を使用しています。上記の
データ は あくまでインデック ス の 動きであり、「ガ リレオ 」の 実績では ありません。また、信託報酬等の 諸費用は 考慮され ていません。上記は 過去の 実績であり、将来
の 結果をお約束する も の では ありません。インデック ス に直接投資する ことは できず、取引コ ス トや 流動性等の 市場要因は 考慮され ておりませんの で、実際の 取引
結果とは 異なります。

海外への 投資において、為替変動は 大きなリス ク要因とな ります。円安にな れ ば 、為替差益が得られ ますが、逆に、
円高にな れ ば 、為替差損が生じてしまいます。ただし、「為替ヘッジ 」という方法を用いれ ば 、コ ス トは かかりますが、為
替変動の 影響を低減する ことができます。

「ガ リレオ 」は 、ひ とつの 国の 債券の みに投資する の では な く世界の 債券に分散投資する ことにより、リス クを分散して、
より安定したリターンを追求する と同時に、外貨建資産については 原則として対円で100％為替ヘッジ を行い、為替相
場変動の 投資成果への 影響を低減させる ことで、より安定したリターンを追求します。

ただし、為替ヘッジ には ヘッジ ・コ ス トがかかります。ヘッジ ・コ ス トとは 、為替ヘッジ に伴うコ ス トまたは プレミアムの ことで、
海外の 短期金利と日本の 短期金利の 差とほ ぼ 同じとな ります。したがって、海外の 金利が日本の 金利より高い場合
であっても 、それ を直接享受できる とは 限りません。また、「ガ リレオ 」では 後記の とおり通貨配分を行いますの で、為替リ
ス クがなくな る わ けでは ありません。

* リス ク ：月次収益率の 標準偏差（年率換算）。この 数値は 、リターンの ば らつきを示すも の であり、数値が小さいほ どば らつきが少なく、
リターンが安定している ことを意味します。

過去の データから見た世界債券分散投資と為替ヘッジ の リス ク低減効果

単一国債券へ の 投資の 場合

一国の 経済動向な ど の 市場要因
に よってパフォ ーマンス が 大きく
左右され て しまう。

世界債券へ の 分散投資
（為替ヘッジ な し）の 場合

為替変動によってパフォ ーマンス
が 大きく左右され て しまう。

世界債券へ の 分散投資
（為替ヘッジ あ り ）の 場合

世界の 債券に分散投資し、原則として
為替を100％円ヘッジ とす る ことで長
期的に安定した リタ ーンを追求。

*
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２．２．ファンドの ポイントファンドの ポイント

２－１．ファンドの 特徴

短期的に見る と、主に金利動向により、ファンドの 価格は 変動します。一方で、価格の 変動は 長期的には より安定化
していくことが過去の データから見られ ていますの で、長期保有をお勧め します。

過去の 実績は 将来の 運用成果等をお約束する も の では ありません。騰落率は 実際の 投資家利回りと異なります。

ガ リ レ オ

「ガ リレオ 」の 基準価額推移（設定日～第12期末）

・設定来騰落率（分配金再投資
**
）・・・・22.2％（第12期末）

・設定来分配金実績・・・・・・・・・・・・・・・累計1661円（第12期末）
**税引前

0
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1,800

97･10 98･4 98･10 99･4 99･10 00･4 00･10 01･4 01･10 02･4 02･10 03･4

分配金の 実績（設定来の 分配金の 累積金額です。
**
）

1期 2期 3期 4期 5期 6期 7期 8期 9期 10期 11期 12期

12,221

10,392

9,000

9,500

10,000

10,500

11,000

11,500

12,000

12,500

（円）

分配金再投資後基準価額

基準価額
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２．２．ファンドの ポイントファンドの ポイント

２－１．ファンドの 特徴

上記の データ は あくまで「ガ リレオ 」の ベンチ マークの 動きであり、「ガ リレオ 」の 実績では ありません。また、信託報酬等の 諸費用は 考慮され ていません。上記は 過去
の 実績であり、将来の 結果をお約束する も の では ありません。インデック ス に直接投資する ことは できず、取引コ ス トや 流動性等の 市場要因は 考慮され ておりませ
んの で、実際の 取引結果とは 異なります。

■ 上の 図は 、例えば 84年12月に投資を開始し85年12月に売却・・・と、各月から1年間「ガ リレオ 」の ベンチ マークに投資したと仮
定した場合の 収益率を表したも の です。以下、同様に各月から2年間、5年間と、「ガ リレオ 」の ベンチ マークに投資したと仮定した
場合の 年間収益率を表しています。短期間の 投資の 場合、収益の 変動幅が大きくな る 傾向がありますが、投資期間を長期化
する にしたがい、収益の 変動幅が小さくな り、リターンが安定化していったことがわ かります。

ガ リレオ の ベンチ マークに、各期間投資したと仮定した場合の 収益率

■ 各月から1年間

■ 各月から2年間（年率）

■ 各月から5年間（年率）

（期間：1984年12月末～2003年5月末）
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２．２．ファンドの ポイントファンドの ポイント

２－１．ファンドの 特徴

《「ガ リレオ 」の リターンとリス ク の 源泉》

債券価格と金利の 関係（概念図）

例：金利が上昇する と価格が下落します。

価格

下落

金利
上昇

・「ガ リレオ 」は 、主に世界の 債券に投資しますの で、長期的には 、債券の 利息収入が収益の 主な源泉となります。

・債券の 価格変動も 基準価額の 変動要因とな ります。債券の 市場価格は 、金利が低下した場合上昇する 傾
向にありますが、逆に金利の 上昇局面では 下落する 傾向にあります。

・外貨建債券への 投資は 為替変動リス ク が伴いますが、「ガ リレオ 」では 原則として対円で100％為替ヘッジ す る こ
とを基本とし、本リス ク の 低減を図ります。なお、為替ヘッジ にあたっては 日本と海外の 短期金利差に相当する コ
ス トまたは プレミアムが発生します。

・以上に加え、後記２－２．の アクティブ運用の 成果が基準価額変動の 要因となります。

ガリレオ



9

２．２．ファンドの ポイントファンドの ポイント

２－２．運用手法

「ガ リレオ 」は 、計量運用モデル群を用いたアクティブ運用を行い付加価値を追求します。

「ガ リレオ 」では 、ベンチ マークにおける 配分比率から実際の 配分比率を意図的に乖離（より魅力的と判断する 国や 資
産には 多く、そうでな いと判断す る ところ には 少なく配分）させ る ことにより超過収益を目指します。運用戦略は 以下の
3つの 組合わ せ からな ります。投資対象を分散する だけでは な く、投資手法も 分散す る ことで、単一の 運用戦略の み
で運用する 場合に比べ て、長期的に安定した付加価値の 獲得を目指します。

（注）市況動向によっては 以上の 戦略が変更・追加・削除され る 可能性があります。

「ガ リレオ 」3つの 運用戦略

各戦略が主に採用する 投資テーマには 、次の ような も の が含まれ ます。

配分比率の 変更は 原則月に1回程度の 頻度で行います。各国国債市場を投資対象とした運用を主に行います。
投資先債券市場選択と通貨選択とは 独立して行わ れ ます（例：カナダ債券買い＋カナダ・ドル売り）。運用の 手段と
して、債券先物取引等も活用します(いわ ゆ る レバレッジ を目的とした先物使用は 原則として行いません。)。

① 資産間配分戦略

債券がより魅力的な資産である と評価し強気の 見通しをも つ場合には 、債券の 組入れ 比率を高め ます。また、債券
について弱気の 見通しをも つ場合には 、債券の 組入れ 比率を低め ます。

① 世界債券と円短期金融商品間の 「資産間配分戦略」

②各国債券市場間における 「債券国別配分戦略」

③ 100％為替円ヘッジ を基本としながら、各通貨間における 「通貨配分戦略」

・割安度（バリュー）・・・・投資対象の 価格が、その 資産価値よりも 割安と考えられ る 市場を高く評価します。

・成長度（モメンタム）・・・市場動向や 経済情勢等の 好調な市場を高く評価します。
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２．２．ファンドの ポイントファンドの ポイント

２－２．運用手法

②債券国別配分戦略

より魅力的と判断し強気の 見通しをも つ国の 債券への 配分を高め る ととも に、相対的に弱気の 見通しをも つ国の 債券
への 配分を低く抑える 運用を行い、付加価値を追求します。

③ 通貨配分戦略

対円で100％為替ヘッジ を基本としながら、各国通貨の 運用からも 収益を上げる 運用を目指します。 具体的には 、

円に対す る ヘッジ 比率を100％近くで維持しながら、より魅力的と判断し強気の 見通しをも つ通貨を買い持ちす る とと

も に、相対的に弱気の 見通しをも つ通貨を売り持ちする 運用を複数の 通貨にわ たって行い、付加価値を追求します。

「ガ リレオ 」は 、複数の 計量モデル群を用いてポートフォリオ の 最適化を目指し、安定的かつバランス の とれ た資産配分

による 運用を行い、付加価値を追求します。

上記は 例示をも って理解を深め る ため の も の であり、「ガ リレオ 」の 運用成果を予測または 保証する も の では ありません。実際の 運用においては これ らの 比率は 変
化します。
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２．２．ファンドの ポイントファンドの ポイント

２－３．運用方針

マザ ーファンドの 運用方針

マザ ーファンドは 日本を含む 世界各国の 債券を主要投資対象とします (債券先物取引、円短期金融商品等を
含みます。 また、円短期運用を目的として、非円建ての 短期金融商品に投資し円ヘッジ す る ことがあります。)。
計量モデルを組合せて、世界債券・通貨の 分散投資を行います。

（a）資産間配分、債券国別配分、および 通貨配分を決定し、ポートフォリオ を構築します。ポートフォリオ の 構築
にあたっては 、ゴ ールドマン・サ ック ス が開発したファンダメンタル分析に基づいた計量モデル*を用い、ポートフォ
リオ の 最適化を図ります。

(b)   運用期間中を通じて、市場配分・通貨配分の 見直しを行います **。

市況動向や 資金動向その 他の 要因等によっては 、運用方針に従った運用ができな い場合があります。

* ポートフォリオ は 、主に単独絶対リターン・モデル（各国の 資産についての リターン予測）、市場間リターン・スプレッド・モデル（各国間の 資産における 相対的

なリターンの 差を予測）、ブラック・リターマン・モデル（均衡リターン評価モデル）による 最適化を目指します。 単独絶対リターン・モデル、市場間リターン・ス

プレッド・モデルは 、対象資産の 市場価値、成長性、インフレーシ ョン、市場モメンタム、信用リス ク等の 観点から、割安なポートフォリオ の 構築を目指しま

す。一方、ブラック・リターマン・モデルは 、均衡状態に収束する という前提にたって最適なリターンとリス ク の バランスを計算します。これ らの 組合わ せにより、

モデルを一つだけ用いたときには 難しい、安定的かつバランス の とれ た資産配分による 運用を目指します。

**運用にあたっては 、世界各国債券市場の 先物取引および 為替予約等も活用します。

本ファンドの 運用方針

本ファンドは 、マザ ーファンドの 受益証券を主要投資対象とします。

原則として、マザ ーファンド受益証券の 組入れ 比率は 高位に保ちます（ただし、投資環境等により、当該受益証

券の 組入れ 比率を引き下げる 場合も あります。）。

市況動向や 資金動向その 他の 要因等によっては 、運用方針に従った運用ができな い場合があります。
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３．３．運用体制運用体制

「ガ リレオ 」の 運用は 、米国ニューヨーク に本拠を置くゴ ールドマン・サ ック ス ・アセ ット・マネジ メント・エ ル・ピー（GSAM
ニューヨーク）の 計量ス トラテジ ー・グ ループが主として担当します。計量ス トラテジ ー・グ ループは ゴ ールドマン・サ ック ス ・

アセ ット・マネジ メント・エル・ピーにおいて計量運用を担当している グ ローバル計量リソース に属しています。計量ス トラ

テジ ー・グ ループには 、実務面・理論面双方での 経験者が数多く所属しており、同グ ループは 、豊富な実務経験と学

術界での 実績との 融合を基礎とし構成され ています。

ファンドの 運用に関す る 社内規定として、ポートフォリオ ・マネージ ャーが遵守すべ き服務規程の ほ か、有価証券などの

売買執行基準および その 遵守手続きなどに関して取扱い基準を設ける ことにより、法令遵守の 徹底を図る ととも に、

利益相反とな る 取引、インサ イ ダー取引等を防止し、かつ売買執行においては 最良執行に努め ています。（運用の 全

部または 一部を海外に外部委託する 場合は 、現地の 法令および 諸規則にも あわ せて従うこととな ります。）

３－１．ゴ ールドマン・サ ック ス の 運用体制

３－２．運用体制に関する 社内規則等

グローバル計量リソ ース

計量株式グ ループ
計量ス トラテジ ー・
グ ループ

プロダ クト・マネジ メン
トおよび 顧客サ ービス

ポートフォリオ 構築
および リサ ーチ

トレーディング 情報技術

•計量ス トラテジ ー・グ ループは 、計量手法を用いて世界分散投資を行うグ ループです。同グ ループは 、プロダ クト・マネジ メントおよび 顧
客サ ービス （運用にかかる プロダ クト・マネジ メントおよび 顧客サ ービス 等）、ポートフォリオ 構築および リサ ーチ （運用にかかる ポートフォリオ
構築、計量運用モデルの 調査、研究等）、トレーディング（運用にかかる ポートフォリオ 構築の 執行等）、情報技術（運用にかかる 情報
技術シ ス テムの 構築等）等の 機能を持ち、これ らが相互に関連しながら業務を遂行しています。

2003年5月末現在／上記は 今後変更され る ことがあります。

ガ リレ オ
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３．３．運用体制運用体制

「ガ リレオ 」においては 、主に、ニューヨーク、ロンドン、東京を拠点とす る 委託会社グ ループ内に設置され たリス ク管理・

パフォーマンス ・グ ループにより、多角的に運用の リス ク管理が行わ れ ています。リス ク管理・パフォーマンス ・グ ループは 、

運用部門とは 独立した組織として、第三者的な視点からポートフォリオ の リス クをモニターします。リス ク管理・パフォー

マンス ・グ ループは 、委託会社グ ループにおいてリス ク管理についての 最終的な責任を負うリス ク管理委員会の 監督の

下、具体的には 、ポートフォリオ が十分に分散され ている か否かにつきモニターする ほ か、トラッキ ング ･エラー（ベンチ マー

ク の 収益率からの 乖離の 散らば り具合）が事前に設定され た許容範囲内にとどまっている か否か等を点検します（乖

離幅がかかる 一定の 範囲に収まる 保証がある わ けでは ありません。）。

また、委託会社および 運用の 拠点の コンプライアンス 部門により、法令および 信託約款等の 遵守状況につきモニタリン

グ が行わ れ ています。

３－３．リス ク管理体制

リス ク 管理委員会

リス ク 管理・パフォ ーマンス ・グ ループ

リス ク ・モデリング

＆ リサ ーチ

（リス ク 分析を担当）

リス ク ・モニタ リング

（ポートフォ リオ の

リス ク 水準を測定）

リス ク ・テク ノロジ ー

（リス ク ・マネジ メント

技術の 向上）

ポートフォ リオ ・
パフォ ーマンス
（パフォ ーマンス 計測・
分析・評価）

2003年5月末現在／上記は 今後変更され る ことがあります。
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４．４．分配方針分配方針

毎決算時（毎年4月20日および 10月20日。ただし、休業日の 場合は 翌営業日。）に、原則として、以下の 方針に基

づき収益分配を行います。

1. 分配対象額は 、経費控除後の 利子・配当収入および 売買損益(評価損益も含みます。)等の 範囲内

とします。

2. 分配金額は 、委託会社が基準価額水準、市場動向等を勘案して決定します。ただし、分配対象収

益が少額の 場合には 分配を行わ ないことも あります。

3. 収益分配にあてず信託財産内に留保した利益については 、運用の 基本方針に基づき運用を行います。

（注1）収益分配金は 、税金を差引いた後自動的に無手数料で全額再投資され ます。自動けいぞく投資契約に基

づいて収益分配金を再投資する 場合の 受益証券の 発行価格は 、各決算日の 基準価額とします。

（注2）取扱販売会社によっては 、収益分配金を定期的に受取る 旨の 契約を締結する ことができます。

４．分配方針

ガ リレ オ
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５．５．リス ク および 留意点リス ク および 留意点

５－１．元本変動 リス ク

本ファンドへの 投資には 、資産価値に影響を及ぼ す様々 なリス ク が伴います の で、基準価額の 変動により投資元本

が減少する 可能性があります。したがって元金は 保証され ていません。主なリス クとして以下の も の が挙げられ ます。

１．債券の 価格変動リス ク

「ガ リレオ 」は 、債券への 投資を行います。債券の 市場価格は 、金利が低下した場合、上昇する 傾向にあります

が、逆に金利の 上昇局面では 価格は 下落する 傾向にあります。一般に、債券の 値動きの 幅は 、残存期間が長

いほ ど、また発行体の 信用度が低いほ ど大きくな る 傾向があります。

２．信用リス ク

債券への 投資に際しては 、発行体の 債務不履行等の 信用リス ク が伴います。一般に、発行体の 信用度は 第

三者機関による 格付けで表され ますが、格付けが低いほ ど債務不履行の 可能性が高いことを意味します。発

行体の 債務不履行が生じた場合、債券価格は 大きく下落する 傾向がある ほ か、投資した資金を回収できない

ことがあります。また、債務不履行の 可能性が高まった場合（格下げなど）も 債券価格の 下落要因となります。

３．為替リス ク

「ガ リレオ 」は 、ヘッジ 目的に限らず、ファンドの 全体の 収益の 向上を目指す目的でも 為替予約取引等により多

通貨運用を行います。したがって、本ファンドへの 投資には 為替変動リス ク が伴います。本ファンドは 、対円で為

替ヘッジ を行い為替変動リス ク の 低減を図りますが、為替ヘッジ を行うにあたりヘッジ ・コ ス トがかかります。為替お

よび 金利の 動向によっては 、為替ヘッジ に伴うヘッジ ・コ ス トが想定以上に発生する ことがあります（ヘッジ ・コ ス トと

は 、為替ヘッジ を行う通貨の 金利と円の 金利の 差に相当し、円の 金利の 方が低い場合この 金利差分収益が低

下します。）。

為替レートは 一般に、外国為替市場の 需給、世界各国への 投資メリットの 差異、金利の 変動その 他様々 な国

際的要因により決定され ます。また、為替レートは 、各国政府・中央銀行による 介入、通貨管理その 他の 政策

によっても 変動する 可能性があります。

４．デリバティブ取引の リス ク

「ガ リレオ 」は 、債券や 金利関連の デリバティブに投資する ことがあります。デリバティブの 使用に際しては 、ヘッジ す

る 商品とヘッジ され る べ き資産との 間の 相関性を欠いてしまう可能性、流動性を欠く可能性など様々 なリス クが

伴います。デリバティブの 使用は 、ヘッジ 目的に限らず、投資収益を上げる 目的でも 用いられ る ことがありますが、

実際の 価格変動が見通しと異なった場合に損失を被るリス クが伴います。

５．為替取引等の 相対取引の 相手先に関する リス ク

「ガ リレオ 」では 為替取引等の 相対取引を行いますが、これ らの 取引には 相手先の 決済不履行リス クが伴います。
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５．５．リス ク および 留意点リス ク および 留意点

５－１．元本変動 リス ク

６．解約申込みに伴う基準価額の 下落に関する リス ク

短期間に相当金額の 解約申込みがあった場合には 、解約資金を手当てす る ため 組入有価証券を市場実勢

より大幅に安い価格で売却せざる を得ないことがあります。この 場合、基準価額が下落する 要因とな ります。

７．市場の 閉鎖等に伴うリス ク

証券市場および 外国為替市場は 、世界的な経済事情の 急変または その 国における 天災地変、政変、経済

事情の 変化も しくは 政策の 変更等の 諸事情により閉鎖され る ことがあります。これ により「ガ リレオ 」の 運用が影響

を被り、基準価額の 下落につながる ことがあります。

８．先物取引等に伴うリス ク

「ガ リレオ 」は 、運用において先物取引等を利用する ことがあります。先物取引等においては 、ブローカーの 破産

等が生じた場合に、取引の 中断、債務不履行、一括清算、証拠金の 返還の 遅延も しくは 不能等が起きる 可

能性があり、これ により「ガ リレオ 」が悪影響を被る ことがあります。

９．コール･ローンの 相手先に関する リス ク

「ガ リレオ 」は 余資運用を原則としてコール・ローンで行いますが、これ には 相手先の 信用リス クが伴います。

ガ リレ オ
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５．５．リス ク および 留意点リス ク および 留意点

５－２．その 他の 留意点

１．計量運用に関わ る 留意点

「ガ リレオ 」は 、ゴ ールドマン・サ ック ス の 計量リス ク管理モデルまたは 計量運用モデルを用いて運用を行います。計

量モデルは 仮説に基づき構成され たも の であり、市場動向は 必ずしも この 仮説と同様の 動きを示さない場合が

あります。この ような場合には 、本ファンドの 基準価額に影響を及ぼ す可能性があります。

２．為替ヘッジ に関わ る 留意点

「ガ リレオ 」は 、対円で為替ヘッジ を行い為替変動リス ク の 低減を図りますが、為替ヘッジ を行うにあたり、ヘッジ ・

コ ス トがかかります。したがって、為替ヘッジ を行うことにより、一般に投資家が高金利国へ投資する メリットまたは

低金利国へ投資する デメリットは 相殺され ます。この 金利差が縮小する 場合には 、ヘッジ ・コ ス トは 減少します。

逆に、この 金利差が拡大する 場合には 、ヘッジ ・コ ス トは 増加します。現在の 国内外金利差を前提とする と、対

円で100%為替ヘッジ され た外貨建資産の 収益は 、その 為替ヘッジ 前の 収益から短期金利差を差引いたも の に

な ります。実際の ポートフォリオ の 通貨配分においては 、ベンチ マーク から乖離した通貨の アクティブ運用を行うた

め 、この アクティブ運用にかかる 部分は 、為替変動の 影響を受ける ことにな ります。

３．ベンチ マークに関わ る 留意点

「ガ リレオ 」は 、JPモルガ ン・ガ バメント・ボンド・インデック ス （グ ローバル）（100%為替円ヘッジ 、円ベース ）と1ヶ月円

LIBORを80対20で合成した複合ベンチ マークをベンチ マークとして運用を行い、これ を上回る パフォーマンス を目

指しますが、実際の パフォーマンス は 、ベンチ マークを下回る ことがあります。また、ベンチ マークとす る インデック ス が

下落する 局面においては 、一般に、「ガ リレオ 」の 基準価額も 下落する 傾向があります。

４．資産規模に関わ る 留意点

本ファンドの 資産規模によっては 、本書で説明する ような投資が効率的にできな い場合があります。その 場合に

は 、適切な資産規模の 場合と比較して収益性が劣る可能性があります。

５．受託銀行の 信用力に関わ る 留意点

受託銀行の 格付けが低下した場合や 、その 他信用力が低下した場合には 、為替取引その 他の 取引の 相手方

の 提供す る クレジ ット・ラインが削減され る 可能性があり、為替取引その 他の 取引ができなくな る 可能性がありま

す。さらに、その ような場合には 、為替取引その 他の 取引に関して、適用され る 契約の 条項に従い、既に締結さ

れ ている 当該契約が一括清算され る 可能性も あります。これ らの 場合には 、その ような事情がない場合と比較し

て収益性が劣る 可能性があります。

６．繰上償還に関わ る 留意点

本ファンドは 、受益権の 総口数が30億口を下回る こととな った場合には 、受託銀行と協議の うえ、必要な手続

を経て、この 信託を終了する ことができます。また、この 信託契約を解約する ことが受益者の ため に有利である と

認め る とき、または や む を得ない事情が発生したときは 、受託銀行と合意の うえ、必要な手続きを経て、信託契

約を解約し、信託を終了させる ことができます。その 場合、手数料は 返還され ません。

７．ファミリーファンド方式に関わ る 留意点

本ファンドは ファミリーファンド方式で運用を行います。その ため 、本ファンドが投資対象とする マザ ーファンドを投資

対象とす る 他の ベビーファンドに追加設定・解約等に伴う資金変動等があり、その 結果、マザ ーファンドにおいて

売買等が生じた場合等には 、本ファンドの 基準価額に影響が及ぶ 場合があります。
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５．５．リス ク および 留意点リス ク および 留意点

８．法令・税制・会計等の 変更可能性に関わ る 留意点
　　　法令・税制・会計等は 今後変更され る 可能性も あります。

９．受託銀行の 辞任に伴う留意点

受託銀行は 、委託会社の 承諾を受けて本ファンドの 受託者の 任務を辞任する ことができます。この 場合、委託

会社は 信託約款の 規定にしたがい、新受託者を選任しますが、委託会社が新受託者を選任できないときは 、

委託会社は 信託契約を解約し、信託を終了させます。

１０．その 他の 留意点

指定証券会社/登録金融機関より委託会社に対してお申込金額の 払込みが現実になされ る までは 、本ファン

ドも 委託会社も いかな る 責任も 負いません。

収益分配金、一部解約金、償還金の 支払いは す べ て指定証券会社/登録金融機関を通じて行わ れ ます。

委託会社は 、それ ぞれ の 場合においてその 金額を指定証券会社/登録金融機関に対して支払った後は 、受益

者への 支払いについての 責任を負いません。

各指定証券会社/登録金融機関は その 取次会社を通じて受益証券の 販売を行うことがあります。さらに取次

会社は 、指定証券会社/登録金融機関に代わ り購入申込者への 目論見書の 交付、受益者への 運用報告

書の 交付、その 他本ファンドに関する 業務を行うことがあります。

委託会社は 、指定証券会社/登録金融機関または その 取次会社とは 別法人であり、委託会社は 設定・運用

について、指定証券会社/登録金融機関または その 取次会社は 販売(お申込代金の 預り等を含みます。)につ

いて、それ ぞれ 責任を有し、互いに他について責任を有しません。

５－２．その 他の 留意点

ガ リレ オ
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６．６．ファンドの 情報提供ファンドの 情報提供

６－１．取扱販売会社

本ファンドの 取扱販売会社および 取扱販売会社ごとの 販売条件等につきましては 、下記の 照会先で入手可能です。

６－２．基準価額

本ファンドの 基準価額（１万口当たりで表示され ます。）は 毎営業日算出され ます。最新の 基準価額は 取扱販売会

社または 下記の 照会先で入手可能です。また、原則として、日本経済新聞（朝刊）の 「オ ープン基準価格」欄に、基

準価額が掲載され ます。

６－３．運用報告書

原則として、年2回の 決算時（毎年4月20日および 10月20日。ただし、当該日が休業日の 場合は 翌営業日。）およ

び 信託終了時に期中の 運用経過の ほ か信託財産の 内容、有価証券売買状況などを記載した運用報告書を作成

し、取扱販売会社を通じてお渡しいたします。本ファンドの 信託財産の 決算の 内容は 原則として公告され ません。

６－４．その 他ディス クロージ ャー資料

委託会社が設定・運用を行うファンドについては 、通常、月次も しくは 週次で運用経過について記載したレポートが作

成され ています。最新の レポートは 、取扱販売会社または 下記の ホームページ において入手可能です。

（照会先） ゴ ールドマン・サ ック ス ・アセ ット・マネジ メント株式会社

電話 ： 03 (5573) 7800

(受付時間：営業日の 午前9時から午後5時まで)

ホームページ ： http://www.gs.com/japan/gsam
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７－１． お買付け 
 

申込（払込）取扱場所については 、前記「６．ファンドの 情報提供」記載の 照会先までお問合わ せく

ださい。指定証券会社および 指定登録金融機関の 本・支店および 営業所ならび にかかる 指定証券

会社および 指定登録金融機関の ため に申込みの 取次ぎを行う取次会社の 本・支店および 営業所

において申込みを取扱います。原則として、申込取扱場所において払込を取扱います。 

お買付けの お申込みは 、ロンドンまたは ニューヨーク の 休業日である 場合を除く毎営業日の 原則とし

て午後 3 時(国内の 証券取引所の 半休日は 午前 11 時)＊までとし、かかる 受付時間を過ぎた場合

は 、翌営業日の 取扱いとします。お買付代金は 、取得申込日の 翌営業日の 基準価額を使って計

算され ます。 

＊取扱販売会社によっては 受付時間が異なる 場合がございます。 

指定証券会社/登録金融機関は 、追加設定を行う日に、本ファンドの お申込金額を、本ファンドの

委託者である 委託会社に支払い、委託会社は これ を本ファンドの 受託会社に払込みます。 

お買付けに際して、本ファンドにかかる ｢自動けいぞく投資契約｣(取扱販売会社によっては 名称が異

な る 場合も ございます。)を取扱販売会社との 間で結んでいただきます。な お、本ファンドは 、上記に

従い受託会社に払込まれ た時点で初め て設定がなされ 、お買付けの お申込みをされ る 方は それ より

前の 時点では 受益証券を取得しません。 

本ファンドの 受益証券の 取得申込者は 、本ファンドの お申込代金を取扱販売会社に支払います。

払込期日は 取扱販売会社によって異なります。詳しくは 各取扱販売会社にお問合わ せください。 

本ファンドの 受益証券は 原則無記名式です。取得者の 請求により記名式とす る ことも できます。本

ファンドにかかる ｢自動けいぞく投資契約｣に基づき、受益証券は 、取扱販売会社においてす べ て保

護預りとさせていただきます。 

 
 

７－２． ご換金    

 

ご換金をなさる 場合は 、毎営業日(ただし、ロンドンまたは ニューヨーク の 休業日を除きます。)の 原則と

して午後 3 時(国内の 証券取引所が半休日の 場合は 午前 11 時)＊までに取扱販売会社にお申込

みください。 

＊取扱販売会社によっては 受付時間が異なる 場合がございます。 

ご換金の 方法は ｢解約請求制｣と｢買取請求制｣(取扱販売会社によっては 、｢買取請求制｣が適用

され な い場合も あります。)があり、特にお申し出がない場合、原則として解約請求制による ご換金と

な ります(とも に 1 口単位で換金できます。)。委託会社は 受益証券の 買戻しを行いません。 

ご換金の お手取額は 、以下の とおりとな ります。代金は 原則として一部解約の 請求日または 買取の

受付日より起算して 5 営業日目からお支払いします。 
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解約請求制の 場合 

ご換金の 請求日の 翌営業日の 基準価額から所得税および 地方税(基準価額が受益者ごとの 個別

元本を上回った場合その 超過額の 20％＊1)を差引いた金額とな ります。 

買取請求制の 場合 

買取受付日の 翌営業日の 基準価額から次の 額を差引いた金額とな ります。 

所得税および 地方税相当額(基準価額が受益者ごとの 個別元本を上回った場合その 超過額

の 20％＊2) 

＊1 2004 年 1 月 1 日から2008年 3 月 31 日までの 間は 、個人の 受益者について 10％、法人の 受益者について 7％の 優遇課税が適

用され る 予定です。詳しくは 、後記「8－2. 課税上の 取扱い」をご参照ください。 

＊2 2004 年 1 月 1日からは 、買取受付日の 翌営業日の 基準価額から、所得税に相当する 金額(個別元本超過額の 7％。なお、

2008年 4 月 1日以降は 、15％とな る 予定です。)を差引いた金額となる 予定です。詳しくは 、後記「8－2. 課税上の 取扱い」をご

参照ください。 

解約・買取請求には 手数料は かかりません。 

ご換金場所は 取扱販売会社の 本・支店、営業所です。 

また、信託財産の 資金管理を円滑に行うため 、大口解約には 制限があります。詳しくは 、取扱販売

会社にお問合わ せください。 

 

７－３． お買付けおよび ご換金の お申込みにかかる 留意点    

 

証券取引所における 取引の 停止、外国為替取引の 停止その 他や む を得ない事情(コンピューターの

誤作動等により決済が不能となった場合、基準価額の 計算が不能となった場合、計算され た基準

価額の 正確性に合理的な疑いが生じた場合等を含みます。)がある と委託会社が判断したときは 、

指定証券会社/登録金融機関は 、お買付けの 受付を中止または すでに受付けたお買付けを取消

すことができます。 

また、証券取引所における 取引の 停止、外国為替取引の 停止その 他や む を得ない事情(コンピュー

ターの 誤作動等により決済が不能となった場合、基準価額の 計算が不能となった場合、計算され た

基準価額の 正確性に合理的な疑いが生じた場合等を含みます。)がある ときは 、委託会社は 、解約

請求・買取請求の 受付を中止または すでに受付けた解約請求・買取請求を保留または 取消しさせ

ていただくことがあります。 

な お、上記により受益証券の 解約・買取請求の 受付が中止され た場合または す でに受付けた解

約・買取請求が保留され た場合には 、受益者は 当該中止または 保留以前に行った当日の 解約・

買取請求を撤回できます。ただし、受益者がその 解約・買取請求を撤回しな い場合には 、当該受

益証券の 解約・買取の 価額は 、当該中止または 請求保留を解除した後の 最初の 基準価額の 計

算日を一部解約の 実行の 請求日または 買取りの 受付日として上記に準じて計算され た価額としま

す。 
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８－１． 手数料、信託報酬および 諸費用 

 

1. 申込手数料 

(a) 2.00％を上限として取扱販売会社がそれ ぞれ 定め る 申込手数料率をお申込価額(取得申込

日の 翌営業日の 基準価額)に乗じて得た額が申込手数料とな ります。申込手数料は 、お申込

み時にご負担いただきます。 

お支払いいただく金額(お申込代金)の 中から申込手数料および 当該申込手数料に係る 消費

税等相当額を差し引かせていただきます。 

お申込みの 詳細については 、前記「６－１．取扱販売会社」をご参照ください。 

(b) 下記の 償還乗換えにより本ファンドをお求め いただく場合には 、当該償還金額の 範囲内(単位

型証券投資信託にあっては 、当該償還金額とその 元本額との いず れ か大きい額とします。)で

取得する 口数について無手数料とし、当該償還金額を超える 金額に対応する 口数については

上記の 率とします。ただし、取扱販売会社によっては 償還乗換えができない場合があります。詳

しくは 取扱販売会社にお問合わ せください。 

｢償還乗換え｣とは 、取得申込日の 属する 月の 前 3 か月以内に償還となった証券投資信託の 償還金(信託期間を延長した単位

型証券投資信託および 延長前の 信託終了日以降、収益分配金の 再投資以外の 追加信託を行わ ない追加型証券投資信託

にあっては 、延長前の 信託終了日以降でかつ取得申込日の 属する 月の 前 3 か月以内における 受益証券の 買取請求による 売却

代金および 一部解約金を含みます。)をも って、その 支払いを行った取扱販売会社で本ファンドをお求め いただく場合をいいます。 

なお、償還乗換えの 際に償還金の 支払いを受けたことを証する 書類をご提示いただくことがあり

ます。 

(c) 自動けいぞく投資契約に基づいて収益分配金を再投資する 場合には 、取得する 口数について

手数料は かかりません。 

 

2. 換金（解約・買取）手数料 

換金(解約・買取)請求には 手数料は かかりません。 

 

3. 信託報酬等 

以下の 支払先が行う本ファンドに関す る 業務の 対価として本ファンドから支払わ れ る 信託報酬

は 、本ファンドの 信託財産の 計算期間を通じて毎日、本ファンドの 信託財産の 純資産総額に

年率 1.50％を乗じて得た額とします。委託会社、受託銀行および 各指定証券会社/登録金

融機関間の 配分については 、各指定証券会社/登録金融機関の 取扱いに係る 純資産総額

に応じて決め られ る 以下の 金額とします。 

 



８．８．８．８．    費用および 税金費用および 税金費用および 税金費用および 税金    

23 

 

 支 払 先  

各指定証券会社/ 

登録金融機関の 取扱いに係る 純資産総額 

委託会社 
指定証券会社/ 

登録金融機関 
受託銀行 

300 億円未満の 部分 年率 0.70％ 年率 0.70％ 年率 0.10％ 

300 億円以上 2,500 億円未満の 部分 年率 0.60％ 年率 0.80％ 年率 0.10％ 

2,500 億円以上の 部分 年率 0.55％ 年率 0.85％ 年率 0.10％ 

 

なお、委託会社の 報酬には 、GSAM ニューヨークへの 投資顧問報酬が含まれ ます。投資顧問

報酬の 信託財産からの 直接的な支弁は 行いません。 

信託報酬は 、毎計算期末または 信託終了の とき信託財産中から支弁します。委託会社およ

び 指定証券会社/登録金融機関の 報酬は 本ファンドから委託会社に対して支弁され 、指定

証券会社/登録金融機関の 報酬は 委託会社より指定証券会社/登録金融機関に対して支

払わ れ ます。受託銀行の 報酬は 本ファンドから受託銀行に対して支弁され ます。 

 

4. 信託事務の 諸費用等 

本ファンドから支払わ れ る 費用には 以下の も の があります(ただし、これ らに限定され る も の では あ

りません。)。 

(a) 株式等の 売買委託手数料、先物取引や オ プシ ョン取引等に要する 費用 

(b) 外貨建資産の 保管費用 

(c) 借入金の 利息、融資枠の 設定に要する 費用、受託銀行等の 立替えた立替金の 利息 

(d) 信託財産に関する 租税 

(e) その 他信託事務の 処理等に要す る 諸費用(監査費用、法律顧問・税務顧問への 報

酬、印刷費用、郵送費用、公告費用、格付費用、受益証券の 管理事務に関連する

費用、受益証券作成に関す る 費用等を含みます。また、マザ ーファンドに関連して生じた

諸費用の うちマザ ーファンドにおいて負担せずかつ委託会社の 合理的判断により本ファン

ドに関連して生じたと認め る も の を含みます。) 

委託会社は 、上記(e)記載の 諸費用の 支払いを本ファンドの ため に行い、その 金額を合理的に

見積った結果、信託財産の 純資産総額の 年率 0.05％相当額を、かかる 諸費用の 合計額と

みなして、本ファンドより受領します。ただし、委託会社は 、信託財産の 規模等を考慮して、信

託の 設定時または 期中に、随時かかる 諸費用の 年率を見直し、0.05％を上限としてこれ を変

更する ことができます。 

上記(e)記載の 諸費用は 、本ファンドの 計算期間を通じて毎日、前営業日の 信託財産の 純資

産総額に応じて計上され ます。 
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８－２． 課税上の 取扱い    

 

収益分配時・換金時・償還時に受益者が負担する 税金は 2003 年7月 18日現在、以下の とおり

です。 

ただし、税法が改正され た場合には 、下記の 内容が変更にな る ことがあります。 

 
時  期 項  目 税    金・費   用 

収 益 分 配 時 所得税および 地方税 普通分配金に対し 20％(所得税 15％、地方税 5％)  

解約請求に

よ る 場 合 
所得税および 地方税 

基準価額の 受益者ごとの 個別元本超過額に対し 20％(所得税

15％、地方税 5％) 
換金時 

買取請求に

よ る 場 合 

特別控除額＊（所得税

および 地方税相当額） 
基準価額の 受益者ごとの 個別元本超過額に対し 20％ 

償 還 時 所得税および 地方税 
償還価額の 受益者ごとの 個別元本超過額に対し 20％(所得税

15％、地方税 5％) 

＊特別控除額は 受益者にかかる 税金では ありません。 

 

上記の ほ か、申込手数料に対する 消費税等相当額をご負担いただきます。 

特別分配金は 投資元本の 一部払戻しとみなされ 、非課税扱いとな ります。 

なお、外国での 組入有価証券の 取引には 、当該外国において税金または 費用が課せられ る ことがあ

ります。また、信託報酬および 売買委託手数料その 他信託財産から支払わ れ る 費用等について消

費税等が課せられ る 場合には 、当該消費税等相当額は 信託財産により負担され ます。 

 

<個別元本について> 

①  個別元本とは 、追加型株式投資信託について、受益者ごとの 信託時の 受益証券の 価額等

(申込手数料および 当該申込手数料に係る 消費税等相当額は 含まれ ません。)をいい、税法

上の 元本(個別元本)にあたります。な お、個別元本方式への 移行時に既に受益証券を保有

していた場合、2000 年 3 月 31 日の 平均信託金が当該受益証券にかかる 個別元本とな りま

す。 

② 受益者が同一ファンドの 受益証券を複数回取得した場合、個別元本は 、当該受益者が追

加信託を行うつど当該受益者の 受益権口数で加重平均する ことにより算出され ます。 

③  ただし、保護預りでは な い受益証券および 記名式受益証券については 各受益証券ごとに、同

一ファンドを複数の 取扱販売会社で取得する 場合については 各取扱販売会社ごとに、個別元

本の 算出が行わ れ ます。また、同一取扱販売会社であっても 複数支店等で同一ファンドを取

得する 場合は 当該支店等毎に、｢一般コース ｣と｢自動けいぞく投資コース ｣の 両コース で取得す

る 場合は コース 別に、個別元本の 算出が行わ れ る 場合があります。 

④  受益者が特別分配金を受け取った場合、収益分配金発生時にその 個別元本から当該特別

分配金を控除した額が、その 後の 当該受益者の 個別元本とな ります。(｢特別分配金｣につい

ては 、下記の <収益分配金の 課税について>をご参照ください。) 
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<一部解約時および 償還時の 課税について> 

一部解約時および 償還時の 個別元本超過額が課税対象とな ります。 

 

<収益分配金の 課税について> 

追加型株式投資信託の 収益分配金には 、課税扱いとな る ｢普通分配金｣と、非課税扱いとな る

｢特別分配金｣(受益者ごとの 元本の 一部払戻しに相当する 部分)の 区分があります。 

受益者が収益分配金を受け取る 際、① 当該収益分配金落ち後の 基準価額が当該受益者の 個

別元本と同額の 場合または 当該受益者の 個別元本を上回っていた場合には 、当該収益分配金の

全額が普通分配金とな り、②当該収益分配金落ち後の 基準価額が当該受益者の 個別元本を下

回っていた場合には 、収益分配金の 範囲内でその 下回る 部分の 額が特別分配金とな り、当該収

益分配金から当該特別分配金を控除した額が普通分配金とな ります。 

なお、受益者が特別分配金を受け取った場合、収益分配金発生時にその 個別元本から当該特別

分配金を控除した額が、その 後の 当該受益者の 個別元本とな ります。 

 

◇  個人、法人別の 課税の 取扱いについて 

①  個人の 受益者に対する 課税 

個人の 受益者が支払いを受ける 収益分配金の うち課税扱いとな る 普通分配金ならび に一部

解約時および 償還時の 個別元本超過額については 、20％(所得税 15％および 地方税 5％)

の 税率による 源泉分離課税が行わ れ ます。収益分配金の うち所得税法上課税対象とな る の

は 普通分配金の みであり、特別分配金は 課税され ません。 

② 法人の 受益者に対する 課税 

法人の 受益者が支払いを受ける 収益分配金の うち課税扱いとな る 普通分配金ならび に一部

解約時および 償還時の 個別元本超過額については 、20％(所得税 15％および 地方税 5％)

の 税率で源泉徴収され 法人の 受取額とな ります。収益分配金の うち所得税法上課税対象と

な る の は 普通分配金の みであり、特別分配金は 課税され ません。 

なお、益金不算入制度は 適用され ません。 

    

＜ご参考＞ 

公募株式投資信託について、2004 年 1 月 1 日から税の 取扱いが変更され る 予定です。変更の 概

略は 以下の とおりですが、詳細につきましては 、税務専門家に確認され る ことをお勧め いたします。 

 

①  個人の 受益者に対する 課税 

普通分配金および 解約・償還時の 個別元本超過額については 配当課税が適用され ます。 

現行の 源泉徴収税率は 20％(所得税 15％および 地方税 5％)ですが、2004 年 1 月 1 日から

2008年 3月 31 日までの 間は 、源泉徴収税率 10％(所得税7％および 地方税 3％)の 優遇税

率が適用され ます。なお、2008年 4 月 1 日以降は 、源泉徴収税率については 、現行の 20％

(所得税 15％および 地方税 5％)に戻る予定となっています。 
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また、収益の 多寡を問わ ず確定申告不要とな ります。しかしな がら、確定申告を行うことは 可能

であり、申告を行えば 、配当税額控除が適用され た上で総合課税となります。 

また、2004 年 1 月 1 日以降に解約(償還)差損が発生した場合は 、確定申告を行うことにより

｢株式等(特定株式投資信託(ETF)および 特定不動産投資信託(REIT)を含みます。)の 譲渡に

よる 所得｣との 損益通算が可能にな ります。なお、公募株式投資信託の 解約(償還)差益との 損

益通算については 、その 解約(償還)差益が、株式譲渡益では な く配当所得として課税され る た

め 、行うことができません。 

買取の 場合、買取請求時の 手取額は 、現行は 、買取受付日の 翌営業日の 基準価額から、所

得税および 地方税に相当する 金額(個別元本超過額の 20%)を差引いた金額ですが、2004 年

1 月 1 日からは 、かかる 基準価額から、所得税に相当する 金額(個別元本超過額の 7％。な

お、2008年 4 月 1 日以降は 、15％とな る 予定です。)を差引いた金額となります。また、買取の

場合、現行は 、配当課税相当額の 負担だけですが、2004 年 1 月 1 日からは 買取差益につい

て譲渡所得として 26％(所得税 20％および 地方税 6％)の 申告分離課税も適用され る ため 、

確定申告を行うことが必要とな ります。 

 

② 法人の 受益者に対する 課税 

普通分配金および 解約・償還時の 個別元本超過額については 益金に算入され 、法人税・地

方税が課され ます。 

現行の 源泉徴収税率は 20％(所得税 15％および 地方税 5％)ですが、2004 年 1 月 1 日から

2008年 3月 31 日までの 間は 、源泉徴収税率７％(所得税7％)の 優遇税率が適用され ます。

なお、2008年 4月 1日以降は 、源泉徴収税率は 15%(所得税 15％)とな る 予定です。 

買取の 場合、買取請求時の 手取額は 、現行は 、買取受付日の 翌営業日の 基準価額から、所

得税および 地方税に相当する 金額(個別元本超過額の 20%）を差引いた金額ですが、2004 年

1 月 1 日からは 、かかる 基準価額から、所得税に相当する 金額(個別元本超過額の 7％。な

お、2008年 4 月 1 日以降は 、15％とな る 予定です。)を差引いた金額となります。この 所得税に

相当する 金額については 、現行どおり、税額控除の 適用は ありません。 

 

(注) 税法が改正され た場合等には 、上記の 内容が変更になる ことがあります。
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９－１． 信託の 終了    

 

1. 受益権総口数の 減少に伴う繰上償還 

委託会社は 、信託契約の 一部を解約する ことにより、受益権総口数が 30 億口を下回る こと

とな った場合には 、受託銀行と協議の うえ、あらかじめ 、監督官庁に届け出る ことにより、信託

契約を解約し、信託を終了させる ことができます。 

委託会社は 、かかる 事項について、あらかじめ 、これ を公告し、かつ、知られ たる 受益者に対し

て書面を交付します。ただし、す べ ての 受益者に対して書面を交付したときは 、原則として、公

告を行いません。繰上償還を行う場合は 、下記 2.に定め る 手続によります。 

公告を行う場合は 、日本経済新聞に掲載します。 

 

2. その 他の 事由による 信託の 終了 

監督官庁の 命令があったとき、委託会社の 認可取消、解散、業務廃止の とき(ただし監督官

庁が信託契約に関す る 委託会社の 業務を他の 投資信託委託業者に引き継ぐことを命じたと

きは 、信託は 、下記９-２.に記載する 受益者の 異議により約款変更ができない場合を除き、当

該投資信託委託業者と受託銀行との 間において存続します。)、受託銀行が信託業務を営

む 銀行でなくな ったとき(ただし他の 信託銀行が受託者の 業務を引き継ぐときを除きます。)、受

託銀行の 辞任に際し新受託者を選任できな いときは 、委託会社は あらかじめ 監督官庁に届

出の うえ、信託契約を解約し、信託を終了させます。な お、受託銀行は 、委託会社の 承諾を

受けて受託銀行の 任務を辞任す る ことができます。受託銀行が辞任したときは 、委託会社は

新受託者を選任します。 

また、委託会社は 、信託期間中においてこの 信託契約を解約する ことが受益者の ため 有利で

ある と認め る ときまたは や む を得ない事情が発生したときは 、受託銀行と合意の うえ、信託契約

を解約し、信託を終了させる ことができます。この 場合において、委託会社は 、あらかじめ 、解約

しようとす る 旨を監督官庁に届け出ます。委託会社は 、かかる 事項について、あらかじめ 、解約

しようとす る 旨を公告し、かつ、その 旨を記載した書面を信託契約に係る 知られ たる 受益者に

対して交付します。ただし、信託契約に係る す べ ての 受益者に対して書面を交付したときは 、

原則として、公告を行いません。かかる 公告および 書面には 、受益者で異議の ある 者は 一定の

期間内に委託会社に対して異議を述べ る べ き旨を付記します。なお、一定の 期間は 1 か月を

下らないも の とします。かかる 一定の 期間内に異議を述べ た受益者の 受益権の 口数が受益権

の 総口数の 2 分の 1 を超える ときは 、信託契約の 解約をしません。委託会社は 、信託契約の

解約をしないこととしたときは 、解約しない旨および その 理由を公告し、かつ、これ らの 事項を記

載した書面を知られ たる 受益者に対して交付します。ただし、す べ ての 受益者に対して書面を

交付したときは 、原則として、公告を行いません。以上は 、信託財産の 状態に照らし、真にや む

を得ない事情が生じている 場合であって、一定の 期間が 1 か月を下らずにその 公告および 書面
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の 交付を行うことが困難な場合には 適用しません。 

公告を行う場合は 、日本経済新聞に掲載します。 

 

 

９－２． 約款変更    

 

委託会社は 、監督官庁の 命令があったとき、受益者の 利益の ため 必要と認め る ときまたは や む を得

ない事情が発生したときは 、受託銀行と合意の うえ、信託約款を変更する ことができる も の とし、あら

かじめ 、変更しようとす る 旨および その 内容を監督官庁に届け出ます。 

委託会社は 、変更事項の うち、その 内容が重大な も の について、あらかじめ 、変更しようとす る 旨およ

び その 内容を公告し、かつ、これ らの 事項を記載した書面を信託約款に係る 知られ たる 受益者に対

して交付します。ただし、信託約款に係る す べ ての 受益者に対して書面を交付したときは 、原則とし

て、公告を行いません。かかる 公告および 書面には 、受益者で異議の ある 者は 一定の 期間内に委

託会社に対して異議を述べ る べ き旨を付記します。なお、一定の 期間は 1 か月を下らないも の としま

す。当該一定の 期間内に異議を述べ た受益者の 受益権の 口数が受益権の 総口数の 2 分の 1 を

超える ときは 、信託約款の 変更をしません。 

委託会社は 、信託約款の 変更をしないこととしたときは 、変更しない旨および その 理由を公告し、か

つ、これ らの 事項を記載した書面を知られ たる 受益者に対して交付します。ただし、す べ ての 受益者

に対して書面を交付したときは 、原則として、公告を行いません。 

公告を行う場合は 、日本経済新聞に掲載します。 

 

 

９－３． 反対者の 買取請求権 

 

前記９－１.に規定する 信託契約の 解約または 前記９－２.に規定す る 信託約款の 変更を行う場合

において、前記９－１.または 前記９－２.の 一定の 期間内に委託会社に対して異議を述べ た受益者

は 、委託会社の 指定す る 証券会社または 登録金融機関を通じ、受託銀行に対し、自己の 有す る

受益証券を、信託財産をも って公正な価額で買取る べ き旨を請求する ことができます。 

 

 

９－４． その 他の 契約の 変更 

 

1． 募集・販売契約 

委託会社と指定証券会社/登録金融機関との 間の 募集・販売契約は 、当事者の 別段の 意

思表示の ない限り、1 年ごとに自動的に更新され ます。募集・販売契約は 、当事者間の 合意
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により変更す る ことができます。その 終了または 変更は 、必要に応じて運用報告書に記載す る

等の 方法により受益者に対し通知を行う手配をしますが、必ずしも ただちに受益者全員にこれ

を知らせる も の では ありません。 

 

2． 投資顧問契約 

委託会社と GSAMニューヨークとの 間の 基本会社間投資顧問契約(以下｢投資顧問契約｣と

いいます。)には 期限の 定め がありません。投資顧問契約は 、当事者間の 合意により変更す る

ことができます。GSAM ニューヨークが法律に違反した場合、信託約款の 違反とな る 運用の 指

図に関する 権限の 行使をした場合、本ファンドに重大な損失を生ぜしめ た場合、または 委託会

社が必要と認め る 場合には 、委託会社は 、運用の 指図に関する 権限の 委託を中止し、または

本ファンドに関する 投資顧問契約上の サ ービス の 中止または 変更をGSAM ニューヨークに対し

て求め る ことが できます。投資顧問契約の 終了または 変更は 、その 内容が重大な も の につい

て、あらかじめ 、これ を公告し、かつ、知られ たる 受益者に対して書面交付の 手配をします。ただ

し、す べ ての 受益者に対して書面を交付したときは 、原則として、公告を行いません。公告を行

う場合は 、日本経済新聞に掲載します。 
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１０． 受益者の 権利等    

 

1. 収益分配金受領権に関する 内容および 権利行使の 手続 

委託会社は 、原則として、毎計算期間終了日の 翌営業日に、収益分配金を指定証券会社

/登録金融機関に交付します。この 場合、指定証券会社/登録金融機関は 、自動けいぞく投

資契約に基づき、受益者に対し遅滞なく収益分配金の 再投資にかかる 受益証券の 売付けを

行います。 

 

2. 償還金の 受領権に関する 内容および 権利行使の 手続 

償還金は 、信託終了日後 1 か月以内の 委託会社の 指定する 日から受益証券と引換えに指

定証券会社/登録金融機関を通じて受益者に支払います。 

受益者が、信託終了による償還金について支払開始日から10 年間その 支払いを請求しない

ときは 、その 権利を失い、これ に相当する 金銭は 委託会社に帰属します。 

 

3. 記名式受益証券の 場合の 権利行使 

記名式の 受益証券を有する 受益者は 、あらかじめ その 印鑑を届け出る も の とし、償還金および

一部解約金の 支払いの 場合には 受益証券に、記名し届出印を押捺する も の とします。 

委託会社は 、押捺され た印影を届出印と照合し、相違ないも の と認め て償還金および 一部解

約金の 支払いをしたときは 、印鑑の 盗用その 他の 事情があっても 、その ため に生じた損害につい

て、その 責を負わ ないも の とします。 

 

4. 収益分配金、償還金および 一部解約金の 委託会社への 交付と支払いに関す る 受託銀行の

免責 

受託銀行は 、収益分配金については 、原則として毎計算期間終了日の 翌営業日に、償還

金については 支払開始日の 前日までに、一部解約金については 支払日までに、その 全額を委

託会社に交付します。 

受託銀行は 、上記により委託会社に収益分配金、償還金および 一部解約金を交付した後

は 、受益者に対する 支払いにつき、その 責に任じません。 
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１１． 内国投資信託受益証券事務の 概要    

    

1. 受益証券の 名義書換 

(a) 記名式受益証券の 名義書換手続 

｢記名式受益証券名義書換請求書｣に記入の うえ、印鑑登録印(取扱販売会社への 登録

印)を押捺して、印鑑登録票二葉および 当該受益証券を添付して、取扱販売会社経由で委

託会社に提出する ことにより記名式の 受益証券の 所持人は 名義書換を請求する ことができま

す。 

(b) 取扱場所・取次所・代理人 

記名式受益証券の 名義書換は 取扱販売会社にて取扱います。 

(c) 手 数 料 

記名式受益証券の 名義書換には 手数料は かかりません。 

(d) そ の  他 

記名式の 受益証券の 譲渡は 、名義書換によらなけれ ば 、委託会社および 受託銀行に対抗す

る ことができません。 

 

2. 受益者名簿の 閉鎖の 時期 

受益者名簿は 作成していません。名義書換の 手続は 、毎計算期間の 末日の 翌日から15 日

間停止します。 

 

3. 受益者等に対する 特典 

該当事項は ありません。 

 

4. 受益証券の 譲渡制限 

該当事項は ありません。 
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１２－１． ファンドの 沿革    

 

本ファンドの 信託設定日は 1997年 5月 1日であり、同日より運用を開始しました。 

マザ ーファンドの 信託設定日は 2001 年 11 月 30 日であり、同日より運用を開始しました。 

マザ ーファンドには 、本ファンド以外にも 、当該マザ ーファンドに投資する 他の ファンド(ベビーファンド)が

あります。2003 年 7月 18日現在、本ファンド以外でガ リレオ ・マザ ーファンドを投資対象とする ファン

ドおよび その 信託報酬率は 以下の ようになっております。 

 
ファンド名 信託報酬率 

DCガ リレオ  
年率 1.25％ 

(委託会社 0.60％、指定証券会社/登録金融機関 0.60％、受託銀行 0.05％) 
 

(注) ｢DCガ リレオ｣は 公募投資信託ですが、取得申込みは 確定拠出年金法に基づく運用としての 場合に限ります。 

 

１２－２． ファンドの 関係法人    

 

1. 委託会社(ゴ ールドマン・サ ック ス ・アセ ット・マネジ メント株式会社) 

委託会社は 、証券投資信託である 本ファンドの 委託者であり、受託銀行と、本ファンドの 当初

の 払込期日である 1997年 5 月 1 日に本ファンドの 信託契約を締結しました。投資信託の 仕

組みは 、多数の 投資家から預かる 資金を、投資家の ため に利殖の 目的で、専門の 機関が主と

して有価証券に投資し、運用の 成果をすべ て投資家に返すも の です。本ファンドの 運営の 仕組

みは 下記の ｢ファンド関係法人｣の 図に示すとおりです。な お、委託会社は 、信託財産の 計算そ

の 他本ファンドの 事務管理に関す る 業務を第三者に委託する ことがあります。その 場合、これ に

関連して発生す る 費用が信託事務の 処理等に要す る 諸費用の 一部として、信託報酬とは 別

途本ファンドから支払わ れ る ことがあります。詳しくは 前記８－１．｢４．信託事務の 諸費用等」を

ご参照ください。 

 

2. 投資顧問会社（ゴ ールドマン・サ ック ス ・アセ ット・マネジ メント・エル・ピー(GSAMニューヨーク)） 

GSAM ニューヨーク は 、本ファンドおよび マザ ーファンドの 投資顧問会社であり、委託会社との 間

の 基本会社間投資顧問契約に基づき本ファンドに関し、下記｢ファンド関係法人｣の 図に示す

とおりの 業務を行います。GSAM ニューヨーク は 、マザ ーファンドについても 委託会社より債券(債

券先物取引等を含みます。)および 通貨の 運用の 指図に関す る 権限の 委託を受けて投資判

断、発注等を行います。 

 

3. 受託銀行（日興シ ティ信託銀行株式会社） 

受託銀行は 本ファンドの 受託者であり、本ファンドに関し、下記「ファンド関係法人」の 図に示す

とおりの 業務を行います。 
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4. 指定証券会社・指定登録金融機関 

指定証券会社および 指定登録金融機関は 本ファンドの 販売会社であり、本ファンドに関し、下

記「ファンド関係法人」の 図に示すとおりの 業務を行います。 

指定証券会社および 指定登録金融機関は 、委託会社との 間の 募集・販売契約に基づいて、

受益証券の 募集の 取扱い等を行います。 
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ファンド関係法人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申 込 者 

(受益者) 

指定証券会社/ 

登録金融機関(2) 

ｺ゙ー ﾙﾄ゙ﾏﾝ･ｻｯｸｽ 

･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼ゙ﾒﾝﾄ 

株式会社 

(委託会社) 

日興シ ティ 

信託銀行 

株式会社 

(受託銀行) 

主な 

投資対象(4) 

申込金 申込金 

収益分配金 

償 還 金 

信託金 

損益(3) 

投 資 

GSAMﾆｭーﾖーｸ(1) 

(投資顧問会社) 

運用指図 

信託契約 

外国証券などの 保管は 海外

の 金融機関が行います。 
債券および 通貨の 運用 

指図権限の 委託 

指定証券会社/登録金融機関 

 

・ 受益証券の 募集の 取扱い、売

買、保護預り 

・ 購入申込者への 目論見書の 交

付、受益者への 運用報告書の

交付 

・ 受益証券の 一部解約の 請求

等 

・ 収益分配金、償還金および 一

部解約金の 支払いの 取扱い 

・ 収益分配金の 再投資 

・ 所得税および 地方税の 源泉徴

収 

・ 取引報告書および 取引残高報

告書等の 交付 

委託会社 

 

・ 受託銀行との 信託契約の 締

結、一部解約の 実行 

・ 受益証券の 発行 

・ 目論見書、運用報告書の 作

成 

・ 信託財産の 運用指図 

・ 信託財産に組入れ た有価証券

の 議決権等の 行使の 指図 

・ 信託財産の 計算(受益証券の

基準価額の 計算) 

・ 信託財産に関する 帳簿書類の

作成 

ただし、本ファンドにおいては 債券およ

び 通貨の 運用指図権限をGSAM

ニューヨークに委託します。 

また、信託財産の 計算その 他事務管

理に関する 業務を第三者に委託する

ことがあります。 

受託銀行 

 

・ 委託会社との 信託契約の 締結 

・ 信託財産の 保管・管理 

・ 信託財産の 計算(受益証券の

基準価額の 計算) 

・ 受益証券の 認証 

・ 外国証券を保管・管理する 外

国の 保管銀行への 指示および

連絡 

収益分配金 

償 還 金 

(1) GSAMニューヨーク の 正式名称は ゴ ールドマン・サ ック ス ・アセ ット・マネジ メント・エル・ピーです。 

(2) 指定証券会社または 指定登録金融機関の ため にお申込みの 取次ぎを行う取次会社は 、指定証券会社/登録金融機関の 上

記各業務の 全部または 一部を行います。 

(3) 損益は す べ て投資家である 受益者に帰属します。 

(4) 本ファンドは 主として、マザ ーファンドの 受益証券に投資します。マザ ーファンドは 上図と同様の 仕組みにより投資を行います。 

なお、上図中の 債券には 債券先物取引が含まれ ます(いわ ゆ る レバレッジ を使った運用は 原則として行いません。)。 

損益(3) 

債券および 通貨の 投資判断・発注等を行い、委

託会社に報告します。 
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１３． 委託会社等の 概況 

    

1. 資 本 金 

委託会社の 資本の 額は 金 4億 9,000 万円です(2003 年7月 18日現在)。 

 

2. 沿  革 

委託会社は 、米国を本拠地として総合的な金融サ ービス の 提供を展開す る ゴ ールドマ

ン・サ ック ス の 資産運用グ ループの 日本における 拠点として、日本法上の 株式会社として

設立され た投資信託委託業者です。主な変遷は 以下の とおりとなっています。なお、この

他に、これ まで、商号の 変更、合併、事業目的の 変更等は ありませんでした。 

1996 年 2月 6 日 会社設立 

1996 年 2月 23 日 証券投資信託法上の 委託会社としての 免許取得 

1998年 12 月 1日 証券投資信託法の 改正に伴う証券投資信託委託業の みな し

認可 

2000 年 11 月 30 日 証券投資信託及び 証券投資法人に関する 法律の 改正に伴う投

資信託委託業の みなし認可 

2001 年8月 13日 有価証券等に係る 投資顧問業を会社の 目的に追加 

2002 年 1月 18日 有価証券に係る 投資顧問業の 規制等に関す る 法律(｢投資顧

問業法｣)上の 投資顧問業者としての 登録 

2002 年 3月 29 日 投資顧問業法上の 投資一任契約に係る業務の 認可 

2002 年 4月 1 日 ゴ ールドマン・サ ック ス ・アセ ット・マネージ メント・ジ ャパン・リミテッドの

営業の 全部を譲受け、商号をゴ ールドマン・サ ック ス 投信株式会

社からゴ ールドマン・サ ック ス ・アセ ット・マネジ メント株式会社に変

更 

 

3. 本店の 所在の 場所および 代表者の 役職氏名 

本店の 所在の 場所： 東京都港区赤坂二丁目 17番7号 赤坂溜池タワー 

代表者の 役職氏名： 代表取締役  土 岐 大 介 

 

4. 大株主の 状況 

(2003 年7月 18日現在) 

氏名または 名称 住所 
所有株式数 

(株) 

所有比率 

(％) 

ゴ ールドマン・サ ック ス ・アセ ット・マネジ メント・

エル・ピー 

アメリカ合衆国ニューヨーク州ニューヨーク市オ ー

ルド・スリップ32 番地 
6,336 99 

ザ ・ゴ ールドマン・サ ック ス ・グ ループ・インク 
アメリカ合衆国ニューヨーク州ニューヨーク市ブ

ロード・ストリート85番地 
64 1 

 



１４．１４．１４．１４．    ファンドの 経理状況および 運ファンドの 経理状況および 運ファンドの 経理状況および 運ファンドの 経理状況および 運用状況用状況用状況用状況    
 

36  

 

 

（1） 本ファンドの 財務諸表は 、第 11 期計算期間（2002 年 4 月 23 日から2002 年 10 月 21 日まで）

については 、「財務諸表等の 用語、様式及び 作成方法に関する 規則」（昭和 38年大蔵省令第

59 号）並び に同規則第 2 条の 2 の 規定により、改正前の 「投資信託財産の 貸借対照表、損益

及び 剰余金計算書、附属明細表並び に運用報告書に関す る 規則」（平成 12 年総理府令第

133 号）に基づいて作成しており、第 12 期計算期間(2002 年 10 月 22 日から2003 年 4 月 21

日まで）については 、「財務諸表等の 用語、様式及び 作成方法に関する 規則」（昭和 38年大蔵

省令第 59号）並び に同規則第 2条の 2 の 規定により、改正後の 「投資信託財産の 貸借対照表、

損益及び 剰余金計算書、附属明細表並び に運用報告書に関する 規則」（平成 12 年総理府令

第 133 号）に基づいて作成しております。 

なお、財務諸表に記載している 金額は 、円単位で表示しております。 

（2） 本ファンドの 計算期間は 6 ヵ月である ため 、財務諸表は 6 ヵ月毎に作成しております。 

（3） 本ファンドは 、証券取引法第 193 条の 2 の 規定に基づき、第 11 期計算期間（2002 年 4 月 23

日から2002 年 10 月 21 日まで）及び 、第 12 期計算期間（2002 年 10 月 22 日から2003 年 4

月 21日まで）の 財務諸表について、中央青山監査法人により監査を受けております。その 監査報

告書は 、該当する 財務諸表の 直前に添付しております。 
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１４－１． 財務諸表 
 

ガ リレオ  

 

（1）貸借対照表 

 

（単位：円） 

第 11期 

〔2002 年 10 月 21 日現在〕 

第 12期 

〔2003 年 4月 21 日現在〕 

                 期     別 

 

科     目 金    額 金    額 

資  産  の   部      

流  動  資  産      

  親投資信託受益証券  81,468,998,270  64,171,442,808  

  未 収 入 金  －  259,442,081  

流 動 資 産 合 計  81,468,998,270  64,430,884,889  

資  産  合  計  81,468,998,270  64,430,884,889  

負  債  の   部      

流  動  負  債      

  未 払 収 益 分 配 金  4,161,171,607  304,519,971  

  未 払 解 約 金  －  259,442,081  

  未 払 受 託 者 報 酬  51,038,239  38,018,604  

  未 払 委 託 者 報 酬  714,535,331  532,260,418  

  そ の 他 未 払 費 用  10,907,396  6,320,715  

流 動 負 債 合 計  4,937,652,573  1,140,561,789  

負  債  合  計  4,937,652,573  1,140,561,789  

純 資 産 の  部      

元   本      

  元 本  75,657,665,588  60,903,994,345  

剰 余 金      

  期 末 剰 余 金  873,680,109  2,386,328,755  

 (うち 分配準備積立金)  (879,807,491)  (2,339,898,931)  

 ( う ち 当 期 利 益 )  (7,012,147,484)  －  

剰 余 金 合 計  873,680,109  2,386,328,755  

純 資 産 合 計  76,531,345,697  63,290,323,100  

負債・純資産合計  81,468,998,270  64,430,884,889  
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（2）損益及び 剰余金計算書 

 

（単位：円） 

第 11期 

自  2002 年 4 月 23 日 

至  2002 年 10 月 21 日 

第 12期 

自  2002 年 10 月 22 日 

至  2003 年 4 月 21 日 

        期     別 

 

 

科     目 金     額 金     額 

経 常 損 益 の 部      

営 業 損 益 の 部      

 営 業 収 益      

  有価証券売買等損益  7,788,628,450 7,788,628,450 2,955,428,659 2,955,428,659 

 営 業 費 用      

  受 託 者 報 酬  51,038,239  38,018,604  

  委 託 者 報 酬  714,535,331  532,260,418  

  そ の 他 費 用  10,907,396 776,480,966 6,320,715 576,599,737 

営 業 利 益   7,012,147,484  2,378,828,922 

経 常 利 益   7,012,147,484  2,378,828,922 

当 期 利 益   7,012,147,484  － 

当 期 純 利 益   －  2,378,828,922 

一 部 解 約 に 伴 う 

当 期 利 益 分 配 額 
  1,728,742,317  － 

一 部 解 約 に 伴 う 

当期純利益分配額 
  －  479,433,655 

期 首 剰 余 金 又 は  

期 首欠損金（△ ） 
  △ 471,140,551  873,680,109 

剰 余 金 増 加 額      

  当期追加信託に 

  伴う剰余金増加額 

 

 
－ － 191,966,664 191,966,664 

欠 損 金 減 少 額      

  当期追加信託に 

  伴う欠損金減少額 
 61,424,868  － － 

  当期一部解約に 

  伴う欠損金減少額 
 161,162,232 222,587,100 － － 

剰 余 金 減 少 額      

  当期一部解約に 

  伴う剰余金減少額 
 － － 274,193,314 274,193,314 

分 配 金   4,161,171,607  304,519,971 

期 末 剰 余 金   873,680,109  2,386,328,755 
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重要な会計方針 

              期    別 
 
項    目 

第 11期 

自  2002 年 4 月 23 日 

至  2002 年 10 月 21 日 

第 12期 

自  2002 年 10 月 22 日 

至  2003 年 4 月 21 日 

1. 有価証券の 評価基準及
び 評価方法 
 

 親投資信託受益証券 
移動平均法に基づ き、親投資信
託受益証券の 基準価額で評価して
おります。 
 

親投資信託受益証券 
  同左 

2. その 他財務諸表作成の
ため の 基本とな る 重要な
事項 
 
 

計算期間末日の 取扱い 
2002年 4月 20 日及び その 翌日が
休業日の た め 、計算期間期首は
2002 年 4 月 23 日としております。ま
た、2002年 10月 20日が休業日の た
め 、本計算期間末日は 2002 年 10
月 21 日としております。 

計算期間末日の 取扱い 
2002 年 10 月 20 日が休業日の た
め 、本計算期間期首は 2002 年 10
月 22 日としております。また、2003 年
4月20日が休業日の ため 、本計算期
間末日は 、2003年4月21日としてお
ります。 

 

 

注記事項 

（貸借対照表関係） 

期    別 

項    目 

第 11期 

〔2002 年 10 月 21 日現在〕 

第 12期 

〔2003 年 4月 21 日現在〕 

元本の 推移 

  期首元本額 

  期中追加設定元本額 

  期中一部解約元本額 

 

114,654,916,545 円 

1,272,934,520 円 

40,270,185,477円 

 

75,657,665,588円 

8,029,284,824円 

22,782,956,067円 
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（損益及び 剰余金計算書関係） 

第 11期 

自  2002 年 4 月 23 日 

至  2002 年 10 月 21 日 

第 12期 

自  2002 年 10 月 22 日 

至  2003 年 4 月 21 日 

１． 信託財産の 運用の 指図に係る 権限の 全部又は

一部を委託する ため に要す る 費用 

委託者報酬の 45%相当額 

 

１． 信託財産の 運用の 指図に係る 権限の 全部又は

一部を委託する ため に要す る 費用 

同左 

 

２． 分配金の 計算過程 

 計算期間末の 費用控除後の 配当等収益

（96,950,869 円、本ファンドに帰属すべ き親投資信託

の 配当等収益を含む ）、有価証券売買等損益

（4,218,845,704 円）、信託約款に規定する 収益調整

金 （1,500,458 円 ）及 び 分 配 準 備 積 立 金

（879,807,491 円 ）より 、 分 配 対 象 収 益 は

5,197,104,522 円（1 口当たり 0.0686 円）であり、うち

4,161,171,607円（1口当たり 0.0550 円）を分配金額

としております。 

 

２． 分配金の 計算過程 

 計算期間末の 費用控除後の 配当等収益

（520,911,129 円、本ファンドに帰属す べ き親投資信

託の 配当等収益を含む ）、有価証券売買等損益

（1,378,484,138円）、信託約款に規定する 収益調整

金 （98,651,188 円 ）及 び 分 配 準 備 積 立 金

（745,023,635 円 ）より 、 分 配 対 象 収 益 は

2,743,070,090 円（1 口当たり 0.0450 円）であり、うち

304,519,971 円（1口当たり 0.0050 円）を分配金額と

しております。 

 

 

 

 

（有価証券関係） 

売買目的有価証券 

（単位：円） 

第 11期〔2002 年 10 月 21 日現在〕 第 12期〔2003 年 4月 21 日現在〕 

種  類 
貸借対照表計上額 

当計算期間の 損益に 

含まれ た評価差額 
貸借対照表計上額 

当計算期間の 損益に 

含まれ た評価差額 

親投資信託受益証券 81,468,998,270 5,930,909,758 64,171,442,808 2,446,597,395 

合  計 81,468,998,270 5,930,909,758 64,171,442,808 2,446,597,395 
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（デリバティブ取引等関係） 

該当事項は ありません。 

 

 

（1口当たり情報） 

期    別 

項    目 

第 11期 

〔2002 年 10 月 21 日現在〕 

第 12期 

〔2003 年 4月 21 日現在〕 

 

  1口当たり純資産額 

 

1.0115 円  1.0392 円 
 

 

 

 

（重要な後発事象） 

該当事項は ありません。 

 

 

（3）附属明細表 

①   有価証券明細表 

（ア）株式 

    該当事項は ありません。 

 

 

（イ）株式以外の 有価証券 

（単位：円） 

種 類 銘   柄 券面総額 評 価 額 備  考 

親投資信託 

受益証券 
ガ リレオ ・マザ ーファンド 57,301,047,244 64,171,442,808 － 

合 計 － 57,301,047,244 64,171,442,808 － 

 

 

 

②  有価証券先物取引等及び 為替予約取引の 契約額等及び 時価の 状況表 

 

該当事項は ありません。 
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参考情報 

本ファンドは 、｢ガ リレオ ・マザ ーファンド｣受益証券を主要投資対象としており、貸借対照表の 資産の 部に計上

され た｢親投資信託受益証券｣は 、す べ て同親投資信託の 受益証券です。 

なお、同親投資信託の 状況は 以下の 通りです。 

 

｢ガ リレオ ・マザ ーファンド｣の 状況 

なお、以下に記載した情報は 監査対象外であります。 

 

（1）貸借対照表 

（単位：円） 

〔2002 年 10 月 21 日現在〕 〔2003 年 4月 21 日現在〕                  対象年月日 
科     目 金    額 金    額 

資  産  の   部      

流  動  資  産      

  預 金  －  1,213,196,498  

  金 銭 信 託  252,870  4,743,820  

  コ ー ル ・ ロ ー ン  27,220,000,000  13,239,425,395  

  国 債 証 券  －  37,580,950,075  

  特 殊 債 券  53,837,755,745  7,166,568,665  

  派生商品評価勘定  2,702,411,748  1,330,874,911  

  未   収   利   息  454  539,273,111  

  前 払 費 用  －  202,846,181  

  差 入 委 託 証 拠 金  1,653,748,415  4,118,112,841  

流 動 資 産 合 計  85,414,169,232  65,395,991,497  

資  産  合  計  85,414,169,232  65,395,991,497  

負  債  の   部      

流  動  負  債      

  派生商品評価勘定  3,940,867,348  946,369,604  

  未 払 解 約 金  －  259,442,081  

流 動 負 債 合 計  3,940,867,348  1,205,811,685  

負  債  合  計  3,940,867,348  1,205,811,685  

純 資 産 の  部      

元   本      

  元 本  75,659,528,485  57,315,253,250  

剰 余 金      

  期 末 剰 余 金  5,813,773,399  6,874,926,562  

 ( う ち 当 期 利 益 )  (7,788,515,193)  －  

剰 余 金 合 計  5,813,773,399  6,874,926,562  

純 資 産 合 計  81,473,301,884  64,190,179,812  

負債・純資産合計  85,414,169,232  65,395,991,497  
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重要な会計方針 

      対象年月日 

 

項    目 

自  2002 年 4 月 23 日 

至  2002 年 10 月 21 日 

自  2002 年 10月 22 日 

至  2003 年  4月 21 日 

1. 有価証券の 評価

基準及び 評価方

法 

 

国債証券、特殊債券 

個別法に基づき、法令及び 社団法人

投資信託協会規則に従い、時価評価し

ております。 

 

国債証券、特殊債券 

同左 

2. デリバティブの 評価

基準及び 評価方

法 

(1) 為替予約取引 

為替予約の 評価は 、原則として、わ が

国における 計算期間末日の 対顧客先物

売買相場の 仲値によって計算してお りま

す。 

 

(2) 先物取引 

個別法に基づき、法令及び 社団法人

投資信託協会規則に従い、時価評価し

ております。 

 

(1) 為替予約取引 

同左 

 

 

 

 

(2) 先物取引 

同左 

 

3. その 他財務諸表

作成の た め の 基

本とな る 重要な事

項 

 
 

外貨建取引等の 処理基準 

外貨建取引については 、「投資信託財

産の 貸借対照表、損益及び 剰余金計

算書、附属明細表並び に運用報告書に

関す る 規則」（平成 12 年総理府令第

133 号）第 60 条に基づき、取引発生時

の 外国通貨の 額をも って記録す る 方法を

採用しております。但し、同 61 条に基づ

き、外国通貨の 売却時において、当該外

国通貨に加えて、外貨建資産等の 外貨

基金勘定及び 外貨建各損益勘定の 前

日の 外貨建純資産額に対す る 当該売

却外国通貨の 割合相当額を当該外国

通貨の 売却時の 外国為替相場等で円

換算し、前日の 外貨基金勘定に対す る

円換算した外貨基金勘定の 割合相当の

邦貨建資産等の 外国投資勘定と、円換

算した外貨基金勘定を相殺した差額を

為替差損益とす る 計理処理を採用して

おります。 

 

外貨建取引等の 処理基準 

同左 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

対象年月日 

項    目 
〔2002 年 10 月 21 日現在〕 〔2003 年 4月 21 日現在〕 

元本の 推移 

  期首元本額 

  期中追加設定元本額 

  期中一部解約元本額 

 

  元本の 内訳 

  ガ リレオ  

  ＤＣガ リレオ  

 

115,512,692,071 円 

1,265,358,520 円 

41,118,522,106 円 

 

 

75,658,430,786円 

1,097,699 円 

 

 

75,659,528,485円 

7,564,976,005 円 

25,909,251,240 円 

 

 

57,301,047,244 円 

14,206,006 円 

 

  合計 75,659,528,485円  57,315,253,250 円  

 

 

（有価証券関係） 

売買目的有価証券 

（単位：円） 

〔2002 年 10 月 21 日現在〕 〔2003 年 4月 21 日現在〕 

種  類 
貸借対照表計上額 

当計算期間の 損益に含

まれ た評価差額 
貸借対照表計上額 

当計算期間の 損益に含

まれ た評価差額 

 国 債 証 券 －  －  37,580,950,075  189,967,101  

 特 殊 債 券 53,837,755,745  49,937,831  7,166,568,665  5,935,115  

合  計 53,837,755,745  49,937,831  44,747,518,740  195,902,216  
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（デリバティブ取引等関係） 

Ⅰ 取引の 状況に関する 事項 

自  2002 年 4 月 23 日 

至  2002 年 10 月 21 日 

自  2002 年 10月 22 日 

至  2003 年  4月 21 日 

１．取引の 内容 

  当投資信託の 利用している デリバティブ取引は 、通

貨関連では 為替予約取引、債券関連では 先物取

引であります。 

 

１．取引の 内容 

  同左 

 

２．取引に対する 取組方針 

  デリバティブ取引は 、信託約款に定め る 運用の 基

本方針に従う方針であります。 

 

２．取引に対する 取組方針 

  同左 

 

３．取引の 利用目的 

  デリバティブ取引は 、信託財産に属す る 資産の 効

率的な運用に資す る ため 、ならび に価格変動リス クを

回避する 目的で利用しています。 

 

３．取引の 利用目的 

  同左 

 

４．取引に係るリス ク の 内容 

  当投資信託の 利用している デリバティブ取引に係る

リス ク としては 、金利、為替などの 市場価格が変動す

る 事によって発生する マーケ ットリス ク及び 取引相手先

が契約を履行できなくな る 場合、すな わ ちデフォルト状

態となった時に発生する 取引先リス ク があります。 

 

４．取引に係るリス ク の 内容 

  同左 

 

５．取引に係るリス ク管理体制 

  デリバティブ取引の 執行・管理については 、運用・執

行を担当す る 部署により行っております。また、法令な

どに基づく損失限度額の モニタリング は 別途コンプライ

アンス 部により行わ れ ております。 

 

５．取引に係るリス ク管理体制 

  同左 

 

６．取引の 時価等に関する 事項についての 補足説明 

  取引の 時価等に関す る 事項についての 契約額等

は 、あくまでも デリバティブ取引における 名目的な契約

額、又は 計算上の 想定元本であり、当該金額自体

がデリバティブ取引の リス ク の 大きさを示すも の では あり

ません。 

 

６．取引の 時価等に関する 事項についての 補足説明 

  同左 
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Ⅱ  取引の 時価等に関する 事項  

(1) 債券関連 (単位：円) 

〔2002 年 10 月 21 日現在〕 〔2003 年 4 月 21 日現在〕 

契 約 額 等 契 約 額 等 
区
分 

種 類 

 うち 1年超 
時  価 評価損益 

 うち 1年超 
時  価 評価損益 

 

債券先物取引 
              

売     建 29,733,649,672  － 29,569,227,409 164,422,263  32,604,798,075  － 32,356,007,629  248,790,446  

              

買     建 83,285,545,735  － 83,334,368,765 48,823,030  35,911,612,311  － 35,548,426,092  △ 363,186,219  

市
場
取
引 

合     計 113,019,195,407  － 112,903,596,174 213,245,293  68,516,410,386  － 67,904,433,721  △ 114,395,773  
 

(2) 通貨関連 (単位：円) 

〔2002 年 10 月 21 日現在〕 〔2003 年 4 月 21 日現在〕 

契 約 額 等 契 約 額 等 
区
分 

種 類 

 うち 1年超 
時  価 評価損益 

 うち 1年超 
時  価 評価損益 

 

為替予約取引 
              

売   建               

米ドル 54,262,516,709  － 55,996,415,292 △ 1,733,898,583  28,224,160,400  － 28,035,953,700  188,206,700  

カナダドル 9,511,418,700  － 9,968,872,000 △ 457,453,300  2,834,256,900  － 2,878,200,000  △ 43,943,100  

オ ース トラリアドル 1,371,264,600  － 1,430,624,000 △ 59,359,400  84,933,900  － 87,684,000  △ 2,750,100  

ニュージ ーランドドル 196,426,800  － 216,360,000 △ 19,933,200  523,127,600  － 535,491,000  △ 12,363,400  

シ ンガ ポールドル 250,245,800  － 259,074,000 △ 8,828,200  4,169,886,000  － 4,092,924,000  76,962,000  

英ポンド 4,444,136,600  － 4,488,978,000 △ 44,841,400  3,013,734,400  － 2,985,465,500  28,268,900  

ス イ ス フラン 14,877,817,600  － 15,606,208,000 △ 728,390,400  6,647,854,690  － 6,525,104,000  122,750,690  

ス ウ ェーデンクローナ 735,494,000  － 787,060,000 △ 51,566,000  1,083,291,700  － 1,118,960,000  △ 35,668,300  

ノルウ ェークローネ 5,032,641,180  － 5,044,000,000 △ 11,358,820  4,479,325,120  － 4,324,042,000  155,283,120  

ユーロ 7,843,148,540  － 8,266,349,000 △ 423,200,460  24,707,883,170  － 25,100,772,500  △ 392,889,330  

               

買   建               

米ドル 2,916,516,400  － 2,990,607,000 74,090,600  1,680,656,200  － 1,684,245,000  3,588,800  

カナダドル 445,273,000  － 468,283,000 23,010,000  4,981,338,000  － 5,198,800,000  217,462,000  

オ ース トラリアドル 1,177,543,500  － 1,272,430,000 94,886,500  1,195,868,900  － 1,234,883,000  39,014,100  

ニュージ ーランドドル 3,972,907,500  － 4,309,170,000 336,262,500  4,857,503,000  － 4,905,362,000  47,859,000  

シ ンガ ポールドル 5,202,909,600  － 5,356,530,000 153,620,400  459,132,800  － 459,272,000  139,200  

英ポンド 2,840,127,960  － 3,063,294,000 223,166,040  1,557,370,270  － 1,554,175,000  △ 3,195,270  

ス イ ス フラン 4,659,743,510  － 4,695,088,000 35,344,490  615,310,010  － 616,067,000  756,990  

ス ウ ェーデンクローナ 11,727,066,720  － 12,351,506,000 624,439,280  9,820,033,080  － 9,913,020,000  92,986,920  

ノルウ ェークローネ 8,323,383,090  － 8,812,375,000 488,991,910  437,319,840  － 444,420,000  7,100,160  

ユーロ 1,648,788,950  － 1,682,317,000 33,528,050  380,308,000  － 389,640,000  9,332,000  

市 

場 

取 

引 

以 

外 

の  

取 

引 

               

合 計 141,439,370,759  － 147,065,540,292 △ 1,451,489,993  101,753,293,980  － 102,084,480,700  498,901,080  

（注）時価の 算定方法 

・ 先物取引 

１．先物取引の 残高表示は 、契約額によっております。 

２．計算期間末日に知りうる 直近の 日の 、主たる 取引所の 発表する 清算値段または 最終相場で評価しております。

２つ以上の 取引所に上場され ていて、かつ当該取引所相互間で反対売買が可能な先物取引については 、取

引量を勘案して評価を行う取引所を決定しております。 
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・為替予約取引 

１．計算期間末日に対顧客先物相場の 仲値が発表され ている 外貨については 以下の ように評価しております。 

(1) 計算期間末日において予約為替の 受渡し日(以下｢当該日｣という。)の 対顧客先物相場の 仲値が発表さ

れ ている 場合は 、当該予約為替は 当該対顧客先物相場の 仲値により評価しております。 

(2) 計算期間末日において当該日の 対顧客先物相場が発表され ていない場合は 、以下の 方法によっておりま

す。 

①  計算期間末日に当該日を超える 対顧客先物相場が発表され ている 場合には 、発表され ている 先物相

場の うち当該日に最も 近い前後二つの 対顧客先物相場の 仲値をも とに計算したレートにより評価しており

ます。 

② 計算期間末日に当該日を超える 対顧客先物相場が発表され ていない場合には 、当該日に最も 近い発

表され ている 対顧客先物相場の 仲値により評価しております。 

２．計算期間末日に対顧客先物相場の 仲値が発表され ていない外貨については 、計算期間末日の 対顧客相場

の 仲値により評価しております。 

 

 

 

 

（1口当たり情報） 

対象年月日 

項    目 
〔2002 年 10 月 21 日現在〕 〔2003 年 4月 21 日現在〕 

 

  1口当たり純資産額 

 

 

1.0768円 

 

 

 

1.1199 円 

 

 

 

 

 

 

（重要な後発事象） 

該当事項は ありません。 
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（2）附属明細表 

①   有価証券明細表 

（ア） 株式 

該当事項は ありません。 

 

（イ） 株式以外の 有価証券 

通  貨 種 類 銘   柄 券面総額 評 価 額 備考 

米ドル 国債証券 US TREASURY N/B 7.5% 56,000,000.00 61,932,500.56  

  US TREASURY N/B 8.875% 38,000,000.00 55,812,498.10  

 特殊債券 FANNIE MAE-BB 0% 60,000,000.00 59,871,083.25  

小計     177,616,081.91  

     (21,260,645,004)  

      

英ポンド 国債証券 UK GILT 9.5% 7,000,000.00 7,780,500.00  

  UK TREASURY 6% 5,000,000.00 6,022,500.00  

小計     13,803,000.00  

     (2,599,657,020)  

      

ユーロ 国債証券 DEUTSCHLAND REP 5.25% 57,000,000.00 61,708,200.00  

  DEUTSCHLAND REP 5.375% 90,000,000.00 98,433,000.00  

小計     160,141,200.00  

     (20,887,216,716)  

合計    44,747,518,740  

    (44,747,518,740)  

 

（注）  １．通貨種類毎の 小計欄の （  ）内は 邦貨換算額であります。 

２．合計金額欄の （  ）内は 、外貨建有価証券に係る も の で、内書であります。 

３．外貨建有価証券の 内訳 

通貨 銘柄数 
組入債券 
時価比率 

合計金額に 
対する 比率 

米ドル 国債証券   2銘柄 66.3%  

 特殊債券   1銘柄 33.7% 47.5% 

英ポンド 国債証券   2銘柄 100.0% 5.8% 

ユーロ 国債証券   2銘柄 100.0% 46.7% 

 

 

②  有価証券先物取引等及び 為替予約取引の 契約額等及び 時価の 状況表 

 

「注記事項（デリバティブ取引等関係）」の 「Ⅱ  取引の 時価等に関する 事項」に記載され ております。 
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１４－２． ファンドの 現況 

 

(1) 純資産額計算書 

(2003 年 5月 30 日現在) 

Ⅰ 資産総額 61,765,148,349 円 

Ⅱ  負債総額 422,849,981 円 

Ⅲ  純資産総額（Ⅰ－Ⅱ ） 61,342,298,368 円 

Ⅳ  発行済口数 57,029,114,790 口 

Ⅴ  １口当たり純資産額（Ⅲ ／Ⅳ ） 1.0756 円 

 

(2) 投資有価証券の 主要銘柄 

(2003 年 5月 30 日現在) 
国／地域 種類 銘柄名 数量 

（口 数） 

帳簿価額 

単価 

（円） 

帳簿価額金額 

（円） 

評価額 

単価 

（円） 

評価額金額 

（円） 

投資 

比率 

（％） 

日本 
親投資信託 

受 益 証 券 

ガ リ レ オ ・ 

マザ ーファ ンド 
52,921,682,078 1.1200 59,272,644,116 1.1611 61,447,365,060 100.17 

 

種類別投資比率(2003 年 5月 30 日現在) 
種類 投資比率（％） 

親投資信託受益証券 100.17 

合計 100.17 

 

(3) 投資不動産物件(2003 年 5 月 30 日現在) 

該当事項は ありません。 

 

(4) その 他投資資産の 主要なも の (2003 年 5 月 30 日現在) 

該当事項は ありません。 

 

参考情報 

<ガ リレオ ・マザ ーファンド> 

(1) 純資産額計算書 

(2003 年 5月 30 日現在) 

Ⅰ 資産総額 66,634,362,420 円 

Ⅱ  負債総額 4,590,317,091 円 

Ⅲ  純資産総額（Ⅰ－Ⅱ ） 62,044,045,329 円 

Ⅳ  発行済口数 53,437,768,518 口 

Ⅴ  １口当たり純資産額（Ⅲ ／Ⅳ ） 1.1611 円 
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(2) 投資有価証券の 主要銘柄 

（2003 年 5 月 30 日現在） 

国／地域 種類 銘柄名 数量 

（券面総額） 

帳簿価額 

単価 

（円） 

帳簿価額 

金額 

（円） 

評価額 

単価 

（円） 

評価額 

金額 

（円） 

利率 

 

（％） 

償還期限 投資 

比率 

（％） 

アメリカ 国債証券 US TREASURY N/B 7.5% 56,000,000 13,083.24 7,326,614,816 13,098.02 7,334,895,750 7.5 2005/2/15 11.82 

アメリカ 国債証券 US TREASURY N/B 8.875% 38,000,000 17,375.31 6,602,618,525 18,462.19 7,015,633,310 8.875 2019/2/15 11.31 

アメリカ 特殊債券 FANNIE MAE-BB 0% 60,000,000 11,819.83 7,091,899,638 11,819.83 7,091,899,638 － 2003/6/25 11.43 

アメリカ 国債証券 DEUTSCHLAND REP 5.375% 90,000,000 15,390.54 13,851,491,760 15,743.75 14,169,378,240 5.375 2010/1/4 22.84 

アメリカ 国債証券 DEUTSCHLAND REP 5.25% 57,000,000 15,234.34 8,683,577,904 15,674.80 8,934,636,456 5.25 2010/7/4 14.40 

アメリカ 国債証券 UK GILT 9.5% 7,000,000 21,736.49 1,521,554,580 21,746.27 1,522,239,040 9.5 2005/4/18 2.45 

アメリカ 国債証券 UK TREASURY 6% 5,000,000 23,555.20 1,177,760,100 24,304.19 1,215,209,840 6.0 2028/12/7 1.96 

 

種類別投資比率(2003 年 5月 30 日現在) 

種類 投資比率（％） 

国債証券 64.78 

特殊債券 11.43 

合計 76.21 

 

(3) 投資不動産物件(2003 年 5 月 30 日現在) 

該当事項は ありません。 
 

(4) その 他投資資産の 主要なも の  

有価証券先物取引等 (2003 年 5月 30 日現在) 
銘柄名 資産名 種類 地域 契約額等 評価額 

金額 

評価額 

金額 

（円） 

投資 

比率 

（％） 

LONG GILT 0306 債券先物 売建 イ ギ リス  131,798,480.79 134,097,600.00 26,224,126,656 42.27 

東証長期国債標準物先物10年 0306 債券先物 売建 日本 3,714,280,000.00 3,764,800,000.00 3,764,800,000 6.07 

BUND10Y 0306 債券先物 買建 ドイツ 168,120,156.00 172,426,000.00 24,263,786,720 39.11 

CBT 10Y 0306 債券先物 買建 アメリカ 48,781,093.75 50,608,205.25 5,986,950,681 9.65 

CBT 10Y 0309 債券先物 買建 アメリカ 25,714,500.00 25,714,500.00 3,042,025,350 4.90 

MON 10Y 0306 債券先物 買建 カナダ 56,055,301.41 58,491,200.00 5,059,488,800 8.15 

SFE10Y 0306 債券先物 売建 オース トラリア 13,948,857.04 14,434,798.56 1,115,954,276 1.80 

FED BND 0306 債券先物 売建 ス イ ス  18,048,538.02 18,145,060.00 1,670,797,124 2.69 

(注 1) 投資比率とは 、ファンドの 純資産総額に対する 当該銘柄の 評価金額の 比率をいいます。 

(注 2) 評価額は 、計算日に知りうる 直近の 日の 、主たる 取引所の 発表す る 清算値段または 最終相場で評価しており

ます。2 つ以上の 取引所に上場され ていて、かつ当該取引所相互間で反対売買が可能な先物取引について

は 、取引量を勘案して評価を行う取引所を決定しております。 
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１４－３． 運用状況 
 

(1) 投資状況 
(2003 年 5 月 30 日現在) 

資産の 種類 国  名 
時価合計 
（円） 

投資比率 
（％） 

外貨建公社債親投資信託受益証券 － 61,447,365,060 100.17 
その 他の 資産    
その 他の 資産 － 317,783,289 0.52 
負債 － 422,849,981 0.69 
合計（純資産総額） － 61,342,298,368 100.00 

(注) 投資比率とは 、ファンドの 純資産総額に対する 当該資産の 時価比率をいいます。 

 

参考情報 

<ガ リレオ ・マザ ーファンド> 
(2003 年 5 月 30 日現在) 

資産の 種類 国  名 
時価合計 

（円） 

投資比率 

（％） 

国債証券 アメリカ 14,350,529,060 23.13 
 ドイツ 23,104,014,696 37.24 
 イ ギ リス  2,737,448,880 4.41 
特殊債券 アメリカ 7,091,899,638 11.43 
小 計  47,283,892,274 76.21 
その 他の 資産    
預金・コールローン・金銭信託 － 10,203,150,129 16.45 
差入委託証拠金 － 4,368,098,124 7.04 
その 他の 資産 － 4,779,221,893 7.70 
小計  19,350,470,146 31.19 
負債 － 4,590,317,091 7.40 
合計（純資産総額） － 62,044,045,329 100.00 

 (注) 投資比率とは 、ファンドの 純資産総額に対する 当該資産の 時価比率をいいます。 
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(2) 運用実績 

①  純資産の 推移 

 2003 年 5 月 30 日及び 同日前 1 年以内における 各月末ならび に下記計算期末の 純

資産の 推移は 次の 通りです。 

期 年月日 
純資産総額 
(百万円) 
(分配落) 

純資産総額 
(百万円) 
(分配付) 

1口当たり純資産額
(円) 
(分配落) 

1口当たり純資産額
(円) 
(分配付) 

1期 (1997年10月20日) 145,594 149,758 1.0000 1.0286 
2 期 (1998年 4月20日) 169,764 174,833 1.0048 1.0348 
3 期 (1998年10月20日) 242,572 248,612 1.0000 1.0249 
4 期 (1999年 4月20日) 346,783 346,783 0.9873 0.9873 
5 期 (1999年10月20日) 267,702 267,702 0.9265 0.9265 
6 期 (2000年 4月20日) 198,002 198,002 0.9542 0.9542 
7期 (2000年10月20日) 166,052 166,052 0.9698 0.9698 
8期 (2001年 4月20日) 144,274 144,274 0.9934 0.9934 
9 期 (2001年10月22日) 124,383 127,043 1.0100 1.0316 
10 期 (2002年 4月22日) 114,183 114,298 0.9959 0.9969 
11 期 (2002年10月21日) 76,531 80,692 1.0115 1.0665 
12 期 (2003年 4月21日) 63,290 63,594 1.0392 1.0442 
 2002年 6月末日 105,886 － 1.0307 － 

 2002年 7月末日 98,367 － 1.0394 － 
 2002年 8月末日 91,591 － 1.0615 － 
 2002年 9月末日 86,307 － 1.0869 － 
 2002年10月末日 79,918 － 1.0193 － 
 2002年11月末日 77,194 － 1.0113 － 
 2002年12月末日 75,885 － 1.0281 － 
 2003年 1月末日 72,855 － 1.0306 － 
 2003年 2月末日 70,328 － 1.0515 － 
 2003年 3月末日 64,529 － 1.0416 － 
 2003年 4月末日 63,397 － 1.0432 － 
 2003年 5月末日 61,342 － 1.0756 － 

 (注) 表中の 末日とは その 月の 最終営業日を指します。 
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② 分配の 推移 
期 計算期間 1口当たりの 分配金(円) 

自 1997年 5月 1日 
第 1 期 

至 1997年10月20日 
0.0286 

自 1997年10月21日 
第 2 期 

至 1998年 4月20日 
0.0300 

自 1998年 4月21日 
第 3 期 

至 1998年10月20日 
0.0249 

自 1998年10月21日 
第 4 期 

至 1999年 4月20日 
0.0000 

自 1999年 4月21日 
第 5 期 

至 1999年10月20日 
0.0000 

自 1999年10月21日 
第 6 期 

至 2000年 4月20日 
0.0000 

自 2000年 4月21日 
第7期 

至 2000年10月20日 
0.0000 

自 2000年10月21日 
第8期 

至 2001年 4月20日 
0.0000 

自 2001年 4月21日 
第 9 期 

至 2001年10月22日 
0.0216 

自 2001年10月23日 
第 10 期 

至 2002年 4月22日 
0.0010 

自 2002年 4月23日 
第 11 期 

至 2002年10月21日 
0.0550 

自 2002年10月22日 
第 12 期 

至 2003年 4月21日 
0.0050 

③  収益率の 推移 

期 計算期間 収益率（％） 

自 1997年 5月 1日 
第 1 期 

至 1997年10月20日 
2.9 

自 1997年10月21日 
第 2 期 

至 1998年 4月20日 
3.5 

自 1998年 4月21日 
第 3 期 

至 1998年10月20日 
2.0 

自 1998年10月21日 
第 4 期 

至 1999年 4月20日 
△ 1.3 

自 1999年 4月21日 
第 5 期 

至 1999年10月20日 
△ 6.2 

自 1999年10月21日 
第 6 期 

至 2000年 4月20日 
3.0 

自 2000年 4月21日 
第7期 

至 2000年10月20日 
1.6 

自 2000年10月21日 
第8期 

至 2001年 4月20日 
2.4 

自 2001年 4月21日 
第 9 期 

至 2001年10月22日 
3.8 

自 2001年10月23日 
第 10 期 

至 2002年 4月22日 
△ 1.3 

自 2002年 4月23日 
第 11 期 

至 2002年10月21日 
7.1 

自 2002年10月22日 
第 12 期 

至 2003年 4月21日 
3.2 
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(3) 設定及び 解約の 実績 

 下記計算期間中の 設定及び 解約の 実績ならび に当該計算期末の 発行済み口数は 次の 通

りです。 

期 計算期間 
設定口数 

(口) 

解約口数 

(口) 

発行済み口数 

(口) 

自 1997年 5月 1日 145,589,832,492 － 145,589,832,492 
第 1 期 

至 1997年10月20日 (0) (－) (0) 

自 1997年10月21日 92,415,361,924 69,059,066,663 168,946,127,753 
第 2 期 

至 1998年 4月20日 (0) (0) (0) 

自 1998年 4月21日 93,141,617,553 19,519,025,873 242,568,719,433 
第 3 期 

至 1998年10月20日 (0) (0) (0) 

自 1998年10月21日 131,101,341,069 22,421,511,427 351,248,549,075 
第 4 期 

至 1999年 4月20日 (0) (0) (0) 

自 1999年 4月21日 16,788,990,337 79,108,573,124 288,928,966,288 
第 5期 

至 1999年10月20日 (0) (0) (0) 

自 1999年10月21日 776,727,908 82,196,775,039 207,508,919,157 
第 6 期 

至 2000年 4月20日 (0) (0) (0) 

自 2000年 4月21日 2,605,209,228 38,882,619,891 171,231,508,494 
第7期 

至 2000年10月20日 (0) (0) (0) 

自 2000年10月21日 2,635,320,038 28,627,711,107 145,239,117,425 
第8期 

至 2001年 4月20日 (0) (0) (0) 

自 2001年 4月21日 1,490,966,319 23,583,202,999 123,146,880,745 
第 9 期 

至 2001年10月22日 (0) (0) (0) 

自 2001年10月23日 3,707,280,381 12,199,244,581 114,654,916,545 
第 10 期 

至 2002年 4月22日 (0) (0) (0) 

自 2002年 4月23日 1,272,934,520 40,270,185,477 75,657,665,588 
第 11 期 

至 2002年10月21日 (0) (0) (0) 

自 2002年10月22日 8,029,284,824 22,782,956,067 60,903,994,345 
第 12 期 

至 2003年 4月21日 (0) (0) (0) 

(注 1)  ( )内の 数字は 本邦外における 設定、解約及び 発行済み口数です。 

(注 2)  設定口数には 当初募集期間中の 設定口数を含みます。 
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１５． その 他    

    

1. 目論見書は 電子媒体等として使用され る 他、インターネット等に掲載され る ことがあります。 

2. 1 または 複数の 内容の 要約仮目論見書を使用します。 

有価証券届出書添付書類を、特定有価証券の 内容等の 開示に関す る 内閣府令 12 条 1

項 1 号ロに規定する 書類(以下｢要約仮目論見書｣といいます。ただし、有価証券届出書によ

る 届出が効力を生じた後に使用され る 場合は ｢要約目論見書｣という表題が用いられ る ことがあ

ります。)として、以下の 記載に従い使用します。 

(a) 要約仮目論見書は 、チ ラシ 、パンフレット、ポス ター、ダ イ レクトメール(ハガ キ 、封書用)、電

子媒体として使用され る 他、新聞、雑誌、書籍および インターネット等に掲載され る ことがあ

ります。 

要約仮目論見書の 表紙に以下の ような文言を記載する ことがあります。 

投資信託をご購入の 際の 注意事項 

・ お申込みの 際は 必ず｢目論見書｣をご覧ください。 

・ 本ファンドは 債券な ど値動きの あ る 証券(外国証券には 為替リス ク も あ りま

す。)に投資し、基準価額は 変動します。したがって、元金が保証され ている

も の では ありません。 

・ 投資信託は 、預金保険または 保険契約者保護機構の 対象では あ りませ

ん。 

・ 証券会社以外の 金融機関でご購入いただく投資信託は 投資者保護基金

の 支払対象では ありません。 

・ 投資信託は 金融機関の 預金と異な り、元本および 利息の 保証は あ りませ

ん。 

・ 投資した資産の 価値の 減少を含む リス ク は 、投資信託をご購入の お客様が

負うことにな ります。 

(b) 要約仮目論見書は 、使用形態によって字体、レイアウ ト、用紙および 印刷の 色、デザ イン

等が変更され る ことがあります。また、委託会社の 名称および ロゴ 、本ファンドの ロゴ 、写真、

イラス ト、見出しおよび キ ャッチ ・コピーを付加して使用され る ことがあります。 

(c) 有価証券届出書の 第一部｢証券情報｣および 第二部｢ファンド情報｣の 主要内容を要約

し、｢お申込みメモ｣、｢本ファンドの 概要｣、｢ご投資の 手引き｣および ｢費用と税金｣として、

要約仮目論見書に記載す る ことが あ ります 。また、有価証券届出書の 第三部「特別情

報」の 主要内容を要約し、要約仮目論見書に記載する ことがあります。 

(d) 要約仮目論見書に以下の 趣旨の 文章または 文言の 全部または 一部を記載する ことがあり

ます。 

･ 世界に拡がる 、債券の 魅力。 

･ 中長期で短期金融商品を上回る収益を追求。 

･ 債券の 世界分散投資へ。 
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･ 回る地球の 債券投資。 

･ 回る地球に分散投資。 

･ 日本を含む 世界各国の 債券に分散投資し、原則、為替をフルヘッジ す る ことで、安定

したリターンを目指します。 

(e) 要約仮目論見書中の 一定の 用語につき、商標登録申請中または 登録商標である ことを

示す文言または 記号を用いる ことがあります。 

(f) メモ欄として罫線を記載した頁を設ける ことがあります。 

(g) 社長の ごあいさつ(言及され る データ は 適宜更新され ます。)を記載する ことがあります。 

(h) 本ファンドまたは マザ ーファンドの 保有証券と運用状況に関す る 情報として、主要または 一

部組入銘柄(業種・セ ク ター、主要取引市場、組入比率、組入数、組入額、格付を含み

ます。)、投資対象の 資産別構成比、投資国別構成比、業種・セ ク ター別構成比、市場

別構成比、株式および 先物の 合計に基づく実質組入割合の 表示による ポートフォリオ 構

成、通貨、為替予約の 状況ならび にそれ らの 推移等に関する 説明を、文章、数値、グ ラフ

で表示す る ことがあります(表示され る データ は 適宜更新され ます。)。また、直近の 基準価

額、純資産総額等を表示する ことがあります。な お、セ ク ターの 記載に関しては 、本ファンド

の 運用チ ーム独自の 分類を用いる ことがあります。 

(i) 運用実績として基準価額(税引き前分配金込みも しくは 分配金落ち後または その 双方)お

よび 過去の 分配実績(各月および 年率換算ならび に再投資の 状況を含みます。)の 推移、

年換算利回り、設定来または 直近 1 週間、1 か月、3 か月、6 か月、1 年、1 年半、2

年、3 年の 騰落率等を数値または グ ラフで表示する ことがあります(表示され る データ は 適宜

更新され ます。)。 

また、大要次の ような文言を付記する ことがあります。｢本ファンドの 受益証券の 価額は 、本

ファンドに組入れ られ る 有価証券等の 値動きによる 影響を受けますが、これ らの 運用による

損益は す べ て投資家の 皆様に帰属いたします。元金が保証され ている も の では ありません。

受益証券の 取得を希望され る 方は 、必ず目論見書をお読み下さい。過去の 実績に関す

る 数値・データ は 将来の 結果をお約束する も の では ありません。組入銘柄、セ ク ター別構成

比、市場別構成比、ポートフォリオ 構成等は 本書各基準日現在の 情報であり、変動しま

す。騰落率は 実際の 投資家利回りとは 異な ります。本書は 個別銘柄を推奨する も の では

ありません。｣ 

(j) 要約仮目論見書は 有価証券届出書の 効力発生後に使用します。効力発生日は 決定し

次第記載します。 
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投資信託用語集（投資信託用語集（投資信託用語集（投資信託用語集（投資信託用語集（投資信託用語集（投資信託用語集（投資信託用語集（11111111））））））））

アクティブ運用

ベンチ マークとな る 指数を上回る投資成果を目標とした運用ス タ イルを指します。一般的にベンチ マークと

連動した運用成果を目指すパッシ ブ運用と対比して用いられ ます。

→「計量運用」、「ベンチ マーク」

委託会社（いたくがいしゃ）

ファンドの 設定・運用、目論見書・運用報告書の 作成等を担当する 会社（運用会社）を指します。

インデック ス

マーケ ットの 動向を示す指数の ことです。例えば 、日本の 株式市場をあらわ す代表的なインデック ス には

TOPIX（東証株価指数）や 日経平均株価指数などがあります。

運用報告書（うんようほ うこくしょ）

ファンドの 運用内容に関する 情報を記載した報告書です。投資信託法の 定め によって、ファンドの 決算時

（年2回以上決算がある ファンドについては 年2回）および 償還時に委託会社（運用会社）が作成し、取扱

販売会社を通じて受益者に送られ ます。運用報告書には 、設定来の 運用経過、投資環境の 説明、組

入れ 有価証券の 明細など、運用状況についての 情報が記載され ています。

解約価額（かいや くかがく）

途中解約する 際に用いる 価額で、解約金は 解約口数に解約価額を乗じて計算され ます。解約価額は ファ

ンドの 基準価額から信託財産留保額を差引いた価額になります。ただし、信託財産留保額がないファンド

では 基準価額と同じ価額となります。

株式投資信託（かぶ しきとうししんたく）

投資信託の 分類の 一つです。一般的には 株式を主な投資対象とする ファンドを指しますが、約款上で株

式を少しでも 組入れ る ことが可能なファンドは 株式投資信託に分類され ます。したがって、主に公社債に

投資する ファンドであっても 、株式投資信託に分類され る 場合があります。

→「バランス型」
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為替ヘッジ （かわ せヘッジ ）

外貨保有に伴う為替リス クを為替予約取引等を活用する ことにより回避または 低減する 行為をいいます。

為替ヘッジ を行う場合には 、ヘッジ 対象とな る 通貨と日本円の 金利差に相当する ヘッジ ・コ ス トまたは プレミ

アムが生じる ため 、海外の 金利が日本の 金利よりも 高い場合であっても 、直接享受する ことは できなくな り

ます。

基準価額（きじゅんかがく）

ファンドの 時価を表すも の です。基準価額は 、その 日の ファンドの 純資産総額を総口数で割って計算され 、

日々 変動します。一般的に、当初1口が1万円の ファンドは 1口当たりの 価額、当初1口が1円の ファンドは

1万口当たりの 価額で表示され ます。

計量運用（けいりょううんよう）

運用手法の 一つとして、コンピュータ・モデルにより投資対象を評価し、ポートフォリオ を構築する 運用方法

を指します。

JPモルガ ン・ガ バメント・ボンド・インデック ス （グ ローバル）

JPモルガ ンが計算・提供する 、代表的な債券指数です。世界の 主要な国債市場をカバーしています。世

界債券の 運用に際して、年金基金など機関投資家もベンチ マークとして利用する 代表的な指数の 一つ

です。

受託銀行（じゅたくぎんこう）

ファンドの 信託財産を保管・管理する 信託銀行を指します。

信託報酬（しんたくほ うしゅう）

信託財産から、ファンドの 運営にかかわ る 委託会社等に対して支払わ れ る 報酬です。信託報酬は 、通常、

日々 の 純資産総額に対して定率で差し引かれ ます。委託会社の ファンド運用に対する 報酬、販売会社

の 収益分配金や 償還金の 支払等代行業務に対する 報酬、受託銀行の ファンド管理・保管に対する 報

酬などが含まれ ます。料率の 内訳は 目論見書に記載され ています。

投資信託用語集（投資信託用語集（投資信託用語集（投資信託用語集（投資信託用語集（投資信託用語集（投資信託用語集（投資信託用語集（22222222））））））））
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取扱販売会社（とりあつかいは んば いがいしゃ）

主にファンドの 募集・販売の 取扱い、解約請求の 受付、分配金・償還金・解約金の 支払いなどを行う金

融機関を指します。

バランス 型

社団法人投資信託協会が定め る 証券投資信託の 分類では 、「株式投資信託に属する ファンドの 中で、

約款上の 株式組入限度70％未満の ファンドで、株式・公社債等の バランス 運用、ある いは 公社債中心

の 運用を行うも の 」を指します。

→「株式投資信託」

ベンチ マーク

ファンド運用の 目標とな る 指標であり、ファンドの 投資対象を勘案して設定され ます。日本株式に投資す

る ファンドであれ ば 、TOPIX（東証株価指数）や 日経平均株価指数などが基準とな ります。アクティブ型ファ

ンドの 場合は ベンチ マークを上回る 投資成果を目指し、インデック ス 型ファンドの 場合は ベンチ マークとの 連

動を目指します。

→「アクティブ運用」

LIBOR (ライボー）

LIBORとは 、London Inter-Bank Offered Rate（ロンドンの ユーロ市場における 銀行間出し手金利）の こ

とで、主に短期金利の 指標として用いられ ます。

投資信託用語集（投資信託用語集（投資信託用語集（投資信託用語集（投資信託用語集（投資信託用語集（投資信託用語集（投資信託用語集（33333333））））））））
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信託約款 

 

追加型証券投資信託 

ガ リレオ  

（2003 年7月 18日） 

 

運用の 基本方針 

 

 約款第 19 条に基づき委託者の 定め る 方針は 、次の も の とします。 

 

1. 基本方針 

 この 投資信託は 、信託財産の 長期的な成長を図る ことを目標として運用を行います。 

 

2. 運用方法 

(1) 投資対象 

 ガ リレオ ・マザ ーファンド（以下「マザ ーファンド」といいます。）の 受益証券を主要投資対象

とします。 

 

(2) 運用方針 

 ゴ ールドマン・サ ック ス が開発した 3 つの 計量モデルを組み合わ せて用いる ことにより、世

界債券・通貨の 分散投資を行います。 

①  主としてマザ ーファンドの 受益証券に投資し、原則として、その 組入れ 比率は 高位に

保ちます（ただし、投資環境等により、当該受益証券の 組入れ 比率を引き下げる 場

合も あります。）。 

② 信託財産は 、マザ ーファンドを通じて主として日本を含め る 世界各国の 債券に投資

します。マザ ーファンドにおいては 、債券市場の 国別配分、および 通貨配分を決定

し、ポートフォリオ を構築します。ポートフォリオ の 構築には 、ゴ ールドマン・サ ック ス が開

発したファンダメンタル分析に基づく3 つの 異な る 計量モデルを使います。 

③  3 つの モデルとは 、 

単独絶対リターン・モデル単独絶対リターン・モデル単独絶対リターン・モデル単独絶対リターン・モデル 

－ 各国の 資産についてリターン予測を行います。 

市場間リターン・ス プレッド・モデル市場間リターン・ス プレッド・モデル市場間リターン・ス プレッド・モデル市場間リターン・ス プレッド・モデル 

－ 各国間の 資産における 相対的なリターンの 差を予測します。 

ブラック・リターマン・モデルブラック・リターマン・モデルブラック・リターマン・モデルブラック・リターマン・モデル    

－－－－    均衡リターン評価モデル 

です。ポートフォリオ は 、この 3 つの モデルによる 最適化を目指します。 

④  単独絶対リターン・モデル、市場間リターン・ス プレッド･モデルは 、対象資産の 市場価
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値、成長性、イ ンフレーシ ョン、市場モメンタム、信用リス ク等の 観点から、割安な

ポートフォリオ の 構築を目指します。一方、ブラック・リターマン・モデルは 、均衡状態に

収束する という前提にたって最適なリターンとリス ク の バランス を計算します。これ らの

組合わ せにより、モデルを1 つだけ用いた時には 難しい、安定的かつバランス の とれ た

資産配分による運用を目指します。 

⑤  マザ ーファンドにおいては 、運用期間中を通じて、世界各国の 先物取引、為替予約

等を使用し、市場配分・通貨配分の 見直しを行います。 

⑥  投資状況に応じ、マザ ーファンドと同様の 運用を行うことも あります。 

 

(3) 投資制限 

①  株式(新株引受権証券および 新株予約権証券を含みます。)への 実質投資割合

は 、信託財産の 純資産総額の 70％以下とします。 

② 外貨建資産への 実質投資割合については 、特に制限を設けません。 

③  デリバティブの 利用は ヘッジ 目的に限定しません。ただし、レバレッジ 等の 目的で使用

する も の では な く、現物資産などに比較しその 流動性や 取引コ ス トなどの 投資効率

の 観点から使用します。 

④  同一銘柄の 株式への 実質投資割合は 、取得時において信託財産の 純資産総額

の 10％以下とします。 

⑤  投資信託証券（マザ ーファンドの 受益証券を除きます。）への 実質投資割合は 、信

託財産の 純資産総額の 5％以下とします。 

 

3. 収益分配方針 

 毎決算時に、原則として次の 通り収益分配を行う方針です。 

①  分配対象額は 、経費控除後の 利子・配当収入及び 売買損益(評価損益も 含みま

す。)等の 範囲内とします。 

② 分配金額は 、委託者が基準価額水準、市場動向等を勘案して決定します。ただし、

分配対象収益が少額の 場合には 分配を行わ ないことも あります。 

③  収益分配にあてず信託財産内に留保した利益については 、運用の 基本方針に基づき

運用を行います。 
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追加型証券投資信託 

ガ リレオ  

約  款 

 

 

(信託の 種類、委託者および 受託者) 

第 1条  この 信託は 、証券投資信託であり、ゴ ールドマン・サ ック ス ・アセ ット・マネジ メント株式会

社を委託者とし、日興シ ティ信託銀行株式会社を受託者とします。 

 

(信託の 目的および 金額) 

第 2条  委託者は 、金 50 億円～金 500 億円を受益者の ため に利殖の 目的をも って信託し、

受託者は これ を引き受けます。 

 

(信託金の 限度額) 

第 3条  委託者は 、受託者と合意の うえ、金 5,000 億円を限度として信託金を追加する ことが

できます。 

②  追加信託が行わ れ たときは 、受託者は その 引受けを証す る 書面を委託者に交付しま

す。 

③   委託者は 、受託者と合意の うえ、第 1項の 限度額を変更する ことができます。 

 

(信託期間) 

第 4条  この 信託の 期間は 、信託契約締結日から第 54 条第 7項、第 55 条、第 56 条、第

57条または 第 59 条第 2 項の 規定による信託終了日または 信託契約解約の 日までとし

ます。 

 

(募集の 方法、受益証券の 取得申込みの 勧誘の 種類) 

第4条の 2 委託者は 、この 信託について、証券取引法第2条第3項第1号に掲げ る 募集を行いま

す。 

②  この 信託にかかる 受益証券の 取得申込みの 勧誘は 、投資信託及び 投資法人に関す

る 法律第 2条第 13 項で定め る 公募により行わ れ ます。 

 

(当初の 受益者) 

第 5条  この 信託契約締結当初および 追加信託当初の 受益者は 、委託者の 指定する 受益証

券取得申込者とし、第 6 条により分割され た受益権は 、その 取得申込口数に応じて、

取得申込者に帰属します。 
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(受益権の 分割および 再分割) 

第 6条  委託者は 、第 2 条の 規定による 受益権については 、50 億口～500 億口に、追加信託

によって生じた受益権については 、これ を追加信託の つど第 7条第 2 項の 追加口数に、

それ ぞれ 均等に分割します。 

②  委託者は 、受託者と協議の うえ、一定日現在の 受益権を均等に再分割できます。 

③   前項の 規定により受益権の 再分割を行った場合には 、委託者は その 旨を遅滞なく受益

者に対して公告します。 

 

(追加信託の 価額および 口数、基準価額の 計算方法) 

第7条  追加信託は 、原則として毎月最終営業日(以下｢特定日｣といいます。)の 翌々 営業日

にこれ を行うも の とします。ただし、2003 年 1 月 7日以降は 、追加信託は 、原則として毎

営業日に行うも の とします。 

②  前項における 追加信託金は 、追加信託を行う日の 前営業日の 基準価額に当該追加

信託にかかる 受益証券の 口数を乗じた額とします。 

③   この 約款において基準価額とは 、信託財産に属す る 資産(受入担保代用有価証券お

よび 第 24 条に規定す る 借入有価証券を除きます。)を法令および 社団法人投資信託

協会規則に従って時価評価して得た信託財産の 資産総額から負債総額を控除した金

額(以下｢純資産総額｣といいます。)を計算日における 受益権総口数で除した金額をい

います。な お、外貨建資産(外国通貨表示の 有価証券(以下｢外貨建有価証券｣といい

ます。)、預金その 他の 資産をいいます。以下同じ。)の 円換算については 、原則としてわ が

国における 当日の 対顧客電信売買相場の 仲値によって計算します。 

④   第 31 条に規定す る 予約為替の 評価は 、原則としてわ が国における 計算日の 対顧客

先物売買相場の 仲値による も の とします。 

 

(信託日時の 異なる 受益権の 内容) 

第8条  この 信託の 受益権は 、信託の 日時を異にする ことにより差異を生ずる ことは ありません。 

 

(受益証券の 発行および 種類) 

第 9条  委託者は 、第 6 条の 規定により分割され た受益権を表示する 無記名式の 受益証券を

発行します。 

②  委託者が発行する 受益証券は 、1口の 整数倍の 口数を表示した受益証券とします。 

 

 (受益証券の 発行についての 受託者の 認証) 

第 10 条  委託者は 、受益証券を発行す る ときは 、その 発行す る 受益証券がこの 信託約款に適

合する 旨の 受託者の 認証を受けなけれ ば な りません。 

②  前項の 認証は 、受託者の 代表取締役がその 旨を受益証券に記載し記名捺印する こと

によって行います。 
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(受益証券の 申込単位、価額および 手数料等) 

第 11 条  [削除] 

②  委託者の 指定する 証券会社(証券取引法第 2 条第 9 項に規定する 証券会社をい

い、外国証券業者に関する 法律第 2 条第 2 号に規定する 外国証券会社を含みます。

以下同じ。)または 登録金融機関(証券取引法第 65 条の 2 第 3 項に規定する 登録金

融機関をいいます。以下同じ。)は 、第 9 条の 規定により発行され た受益証券を、委託

者の 指定す る 証券会社または 登録金融機関と別に定め る ガ リレオ 自動けいぞく投資約

款(別の 名称で同様の 権利義務関係を規定する 約款を含みます。)にしたがって契約(以

下｢別に定め る 契約｣といいます。)を結んだ取得申込者に限り、1 万円以上 1 円単位を

も って取得の 申込に応じる ことができる も の とします。なお、2003 年 1 月 6 日以降は 、英

国証券取引所も しくは ニューヨーク証券取引所の 休業日または ロンドンの 銀行も しくは

ニューヨーク の 銀行が休業日の 場合は 、追加信託の 申込みを受付けないも の とします。た

だし、第 48条第 2 項に規定する 収益分配金の 再投資に係る 追加信託金の 申込みに

限ってこれ を受付ける も の とします。 

③   前項の 場合の 受益証券の 価額は 、特定日の 翌営業日の 基準価額に、当該基準価

額に以下に定め る 率を乗じて得た手数料ならび に当該手数料に対す る 消費税および 地

方消費税(以下｢消費税等｣といいます。)に相当する 金額を加算した価額とします。ただ

し、この 信託契約締結日前の 取得申込にかかる 受益証券の 価額は 、1 口につき 1 円

に、1 円に以下に定め る 率を乗じて得た手数料および 当該手数料に対する 消費税等に

相当す る 金額を加算した価額とします。な お、｢取得申込の 金額｣とは 、原則として基準

価額に上記手数料および 消費税等に相当する 金額を加算した金額をいいますが、委託

者の 指定す る 証券会社または 登録金融機関が事前に委託者に書面で通知する ことに

よって、当該証券会社も しくは 登録金融機関が取得の 申込みに応じる 受益証券につい

ては 基準価額の みとする ことができます。2002 年 11 月 30 日以降は 、前項の 場合の 受

益証券の 価額は 、取得申込日（2002 年 12 月 30 日以前は 特定日）の 翌営業日の 基

準価額に、当該基準価額に 2.00％を上限として委託者の 指定す る 証券会社および 登

録金融機関が定め る 率を乗じて得た手数料ならび に当該手数料に対す る 消費税等に

相当する 金額を加算した価額とします。 

 (手数料率) 

取得申込の 金額が 1億円未満の 場合： 2％ 

取得申込の 金額が 1億円以上 10 億円未満の 場合： 1％ 

取得申込の 金額が 10 億円以上の 場合： 0.5％ 

④   前項の 規定にかかわ らず、証券投資信託の 受益証券を信託終了時まで保有した受

益者(信託期間を延長した証券投資信託(追加型証券投資信託にあっては 、延長前の

信託終了日(以下｢当初の 信託終了日｣といいます。)以降、収益分配金の 再投資以外

の 追加信託を行わ な いも の をいいます。以下本項において同じ。)にあっては 、当初の 信

託終了日まで当該信託の 受益証券を保有した受益者をいいます。以下本項において

同じ。)が、その 償還金(信託期間を延長した証券投資信託にあっては 、当初の 信託終
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了日以降におけ る 当該信託の 受益証券の 買取請求にかか る 売却代金または 一部解

約金を含みます。以下本項において同じ。)または 償還金を超える 金額をも って、当該信

託終了日(信託期間を延長した証券投資信託にあっては 、当初の 信託終了日以降に

おける 当該信託の 受益証券の 買取りの 受付日または 一部解約請求日を含みます。以

下本項において同じ。)の 属する 月の 翌月の 初日から起算して 3 ヶ月以内に、当該償還

金の 支払を受けた委託者の 指定す る 証券会社または 登録金融機関でこの 信託にかか

る 受益証券の 取得申込をする 場合の 当該受益証券の 価額は 、当該償還金額の 範囲

内(単位型証券投資信託にあっては 、当該償還金額とその 元本額との いず れ か大きい

額)で取得する 口数(以下｢償還金取得口数｣といいます。)について 2002 年 12 月 30

日以前は 特定日の 翌営業日の 基準価額とし、2003 年 1 月 6 日以降は 取得申込日

の 翌営業日の 基準価額とします。また、当該取得申込総口数の うち償還金取得口数

を超える 金額に対応する 口数についての 受益証券の 取得価額は 、2002 年 12 月 30 日

以前は 特定日の 翌営業日の 基準価額に、2003 年 1 月 6 日以降は 取得申込日の 翌

営業日の 基準価額に、当該取得申込総金額に適用され る 率を当該基準価額に乗じ

て得た手数料および 当該手数料に対す る 消費税等に相当す る 金額を加算した価額と

します。ただし、当該証券会社または 登録金融機関が事前に委託者に対して書面で通

知し、委託者がこれ を書面により承諾した場合には 、本項の 適用は ありません。当該証

券会社または 登録金融機関に関してすでに本項の 適用がある 場合には 、委託者は や む

を得ない場合を除き承諾しないも の とします。 

 なお、当該証券会社または 登録金融機関は 、当該受益者に対し、償還金の 支払を

受けたことを証する 書類の 提示を求め る ことができます。 

④ の 2 [削除] 

⑤   前各項の 規定にかかわ らず、別に定め る 契約に基づいて収益分配金を再投資す る 場

合の 受益証券の 価額は 、原則として第42条に規定する 各計算期間終了日の 基準価額

とします。 

⑥   前各項の 規定にかかわ らず、委託者の 指定する 証券会社および 登録金融機関は 、証

券取引所におけ る 取引の 停止、外国為替取引の 停止その 他や む を得な い事情(コン

ピューターの 誤作動等により決済が不能とな った場合、基準価額の 計算が不能とな った

場合、計算され た基準価額の 正確性に合理的な疑いが生じた場合等を含みます。)があ

る と委託者が判断したときは 、受益証券の 取得申込みの 受付を中止する ことおよび すで

に受付けた取得申込みを取消すことができます。 

⑦   [削除]  

 

(受益証券の 記名式、無記名式への 変更ならび に名義書換手続) 

第 12 条  委託者は 、受益者が委託者の 定め る 手続によって請求したときは 、無記名式の 受益

証券と引き換えに記名式の 受益証券を、または 記名式の 受益証券と引き換えに無記名

式の 受益証券を交付します。 
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②  記名式の 受益証券の 所持人は 、委託者の 定め る 手続によって名義書換を委託者に

請求する ことができます。 

③   前項の 規定による 名義書換の 手続は 、第 42 条に規定す る 毎計算期間の 末日の 翌

日から15 日間停止します。 

 

(記名式の 受益証券譲渡の 対抗要件) 

第 13 条  記名式の 受益証券の 譲渡は 、前条の 規定による 名義書換によらなけれ ば 、委託者お

よび 受託者に対抗する ことができません。 

 

(無記名式の 受益証券の 再交付) 

第 14 条  委託者は 、無記名式の 受益証券を喪失した受益者が、委託者の 定め る 手続によっ

て、当該受益証券の 公示催告による 除権判決の 謄本を添え再交付を請求したときは 、

無記名式の 受益証券を再交付します。 

 

(記名式の 受益証券の 再交付) 

第 15 条  委託者は 、記名式の 受益証券を喪失した受益者が、委託者の 定め る 手続によって再

交付を請求したときは 、記名式の 受益証券を再交付します。 

 

(受益証券を毀損した場合等の 再交付) 

第 16 条  委託者は 、受益証券を毀損または 汚損した受益者が、委託者の 定め る 手続によって

受益証券を添え再交付を請求したときは 、受益証券を再交付します。ただし、真偽を鑑

別しがたいときは 、前 2 条の 規定を準用します。 

 

(受益証券の 再交付の 費用) 

第 17条  委託者は 、受益証券を再交付す る ときは 、受益者に対して実費を請求する ことができ

ます。 

 

(投資の 対象とする 資産の 種類) 

第 17条の 2 この 信託において投資の 対象とする 資産の 種類は 、次に掲げる も の とします。 

1. 次に掲げる 特定資産(｢特定資産｣とは 、投資信託及び 投資法人に関す る 法律第

2条第 1項で定め る も の をいいます。以下同じ。) 

ｲ. 有価証券 

ﾛ. 有価証券指数等先物取引に係る 権利 

ﾊ. 有価証券オプシ ョン取引に係る 権利 

ﾆ. 外国市場証券先物取引に係る 権利 

ﾎ. 有価証券店頭オプシ ョン取引に係る 権利 

ﾍ. 金銭債権 
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ﾄ. 約束手形(証券取引法第 2条第 1項第8号に掲げる も の を除きます。) 

ﾁ. 金利、通貨の 価格その 他の 指標の 数値としてあらかじめ 当事者間で約定され

た数値と将来の 一定の 時期における 現実の 当該指標の 数値の 差に基づいて

算出され る 金銭の 授受を約す る 取引または これ に類似す る 取引として、投資

信託及び 投資法人に関する 法律施行規則第 4 条各号に規定する も の の う

ち、次に掲げる も の  

a. 金利先渡取引に係る権利 

b. 為替先渡取引に係る権利 

c. 為替および 金利に係る ス ワップ取引に係る 権利 

ﾘ. 金銭を信託する 信託の 受益権の うち、有価証券の 性質を有しないも の  

2. 次に掲げる 特定資産以外の 資産 

ｲ. 外国有価証券市場において行わ れ る 有価証券先物取引と類似の 取引に係

る 権利 

ﾛ. 為替手形 

ﾊ. 抵当証券 

 

(運用の 指図範囲等) 

第 18条  委託者(第 19 条の 2 に規定する 委託者から委託を受けた者を含みます。以下、第 19

条、第 20 条から第 29 条まで、第 31 条および 第 37条から第 40 条までについて同じ。)

は 、信託金を、主としてガ リレオ ・マザ ーファンド（以下「マザ ーファンド」といいます。）の 受益

証券および 次の 有価証券に投資する ことを指図します。 

1. 株券または 新株引受権証書 

2. 国債証券 

3. 地方債証券 

4. 特別の 法律により法人の 発行する 債券 

5. 社債券(新株引受権証券と社債券とが一体とな った新株引受権付社債券(以下

｢分離型新株引受権付社債券｣といいます。)の 新株引受権証券を除きます。) 

6. コマーシ ャル・ペーパー 

7. 外国または 外国法人の 発行す る 証券または 証書で、前各号の 証券または 証書の

性質を有する も の  

8. 新株引受権証券(分離型新株引受権付社債券の 新株引受権証券を含みます。)

および 新株予約権証券（外国または 外国法人が発行する 証券または 証書で、かか

る 性質を有する も の を含みます。以下同じ。) 

9. 投資信託証券(外国法人が発行する 証券で、投資信託証券の 性質を有する も の

を含みます。但し、クローズ ド・エンド型の 会社型外国投資信託証券を除きます。以

下同じ。) 

10. 外国法人の 発行す る 証券または 証書で、銀行業を営む 者その 他の 金銭の 貸付け
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を業として行う者の 貸付債権を信託す る 信託の 受益権または これ に類す る 権利を

表示する も の (以下｢外国貸付債権信託受益証券｣といいます。) 

11. 外国法人が発行する 譲渡性預金証書 

12. 銀行、信託会社その 他政令で定め る 金融機関または 主として住宅の 取得に必要

な長期資金の 貸付けを業として行う者の 貸付債権を信託する 信託の 受益権および

外国法人に対す る 権利で同様の 権利の 性質を有す る も の (以下｢貸付債権信託

受益権｣といいます。) 

 なお、第 1 号の 証券または 証書および 第 7号の 証券または 証書の うち第 1 号の 証券

または 証書の 性質を有する も の を以下｢株式｣といい、第 2 号から第 5 号までの 証券およ

び 第 7号の 証券の うち第 2 号から第 5 号までの 証券の 性質を有する も の を以下｢公社

債｣といいます。 

②  委託者は 、信託金を、前項に掲げ る 有価証券の ほ か、次に掲げ る 金融商品により運

用する ことを指図する ことができます。 

1. 預  金 

2. 指定金銭信託 

3. コール・ローン 

4. 手形割引市場において売買され る 手形 

5. 抵当証券 

③   第 1 項の 規定にかかわ らず、この 信託の 設定、解約、償還、投資環境の 変動等への

対応等、委託者が運用上必要と認め る ときには 、委託者は 、信託金を、前項に掲げ る

金融商品により運用する ことの 指図ができます。 

④   委託者は 、信託財産に属する 株式、新株引受権証券および 新株予約権証券の 時価

総額とマザ ーファンドの 信託財産に属す る 株式、新株引受権証券および 新株予約権証

券の 時価総額の うち信託財産に属す る とみなした額との 合計額が、信託財産の 純資産

総額の 100 分の 70 を超える こととな る 投資の 指図をしません。 

⑤   委託者は 、信託財産に属す る 投資信託証券（マザ ーファンドの 受益証券を除きます。）

の 時価総額とマザ ーファンドの 信託財産に属す る 投資信託証券の 時価総額の うち信託

財産に属する とみなした額との 合計額が、信託財産の 純資産総額の 100 分の 5 を超え

る こととな る 投資の 指図をしません。 

⑥   前 2 項において信託財産に属する とみなした額とは 、信託財産に属する マザ ーファンド

の 受益証券の 時価総額にマザ ーファンドの 信託財産の 純資産総額に占め る 株式、新株

引受権証券および 新株予約権証券または 投資信託証券の 時価総額の 割合を乗じて

得た額をいいます。 

 

(信託財産相互間取引等) 

第18条の 2 委託者は 、法令上認め られ る 場合に限り、次に掲げる 取引を行うことを受託者に指図

する ことができます。 
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1. 信託財産と自ら運用を行う他の 信託財産との 間の 取引 

2. 信託財産と(ⅰ)委託者の 利害関係人等である 投資顧問業者の 営む 投資顧問業

に係る 顧客または (ⅱ)かかる 投資顧問業者が締結した投資一任契約に係る顧客と

の 間の 取引 

 

(運用の 基本方針) 

第 19 条  委託者は 、信託財産の 運用にあたっては 、別に定め る 運用の 基本方針にしたがって、そ

の 指図を行います。 

   

(運用の 権限委託) 

第19条の 2 委託者は 、運用の 指図に関する 権限を次の 者に委託します。 

商  号： ゴ ールドマン・サ ック ス ・アセ ット・マネジ メント・エル・ピー 

所 在 地： アメリカ合衆国ニューヨーク州ニューヨーク市 

委託内容： 債券および 通貨の 運用 

②  前項の 委託を受けた者が受ける 報酬は 、かかる 者と委託者の 間で別途合意され る とこ

ろ にしたがい、当事者間で支払わ れ る も の とし、信託財産からの 直接的な支弁は 行いま

せん。 

③   第 1 項の 規定にかかわ らず、第 1 項により委託を受けた者が、法律に違反した場合、

この 信託約款の 違反とな る 運用の 指図に関す る 権限の 行使をした場合、信託財産に重

大な損失を生ぜ しめ た場合、その 他の 理由により必要と認め られ る 場合には 、委託者

は 、運用の 指図に関す る 権限の 委託を中止し、または その 委託内容を変更する ことがで

きます。 

 

(投資する 株式等の 範囲) 

第 20 条  委託者が投資する ことを指図する 株式、新株引受権証券および 新株予約権証券は 、

証券取引所に上場され ている 株式の 発行会社の 発行す る も の 、証券取引所に準ず る

市場において取引され てい る 株式の 発行会社の 発行す る も の とします。ただし、株主割

当または 社債権者割当により取得する 株式、新株引受権証券および 新株予約権証券

については 、この 限りでは ありません。 

②  前項の 規定にかかわ らず、上場予定または 登録予定の 株式、新株引受権証券および

新株予約権証券で目論見書等において上場または 登録され る ことが確認できる も の につ

いては 委託者が投資する ことを指図する ことができる も の とします。 

 

(同一銘柄の 株式への 投資制限) 

第 21 条  委託者は 、取得時において信託財産に属す る 同一銘柄の 株式の 時価総額とマザ ー

ファンドの 信託財産に属す る 当該株式の 時価総額の うち信託財産に属す る とみなした額

との 合計額が、信託財産の 純資産総額の 100 分の 10 を超える こととな る 投資の 指図を
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しません。 

②  前項において信託財産に属す る とみな した額とは 、信託財産に属す る マザ ーファンドの

受益証券の 時価総額にマザ ーファンドの 信託財産の 純資産総額に占め る 当該株式の

時価総額の 割合を乗じて得た額をいいます。 

 

(信用取引の 指図範囲) 

第 22 条  委託者は 、信託財産の 効率的な運用に資す る ため 、信用取引により株券を売り付け

る ことの 指図をする ことができます。なお、当該売付の 決済については 、株券の 引き渡しま

たは 買戻しにより行うことの 指図をする ことができる も の とします。 

②  前項の 信用取引の 指図は 、当該売付にかかる 建玉の 時価総額が信託財産の 純資産

総額の 範囲内とします。 

③   信託財産の 一部解約等の 事由により前項の 売付にかかる 建玉の 時価総額が信託財

産の 純資産総額を超える こととなった場合には 、委託者は 速や かに、その 超える 額に相当

する 売付の 一部を決済する ため の 指図をする も の とします。 

 

(公社債の 空売りの 指図範囲) 

第 23 条  委託者は 、信託財産の 効率的な運用に資す る ため 、信託財産の 計算においてす る 信

託財産に属さない公社債を売り付ける ことの 指図をする ことができます。な お、当該売付

の 決済については 、公社債(信託財産により借り入れ た公社債を含みます。)の 引き渡し

または 買戻しにより行うことの 指図をする ことができる も の とします。 

②  前項の 売付の 指図は 、当該売付にかかる 公社債の 時価総額が信託財産の 純資産総

額の 範囲内とします。 

③   信託財産の 一部解約等の 事由により、前項の 売付にかかる 公社債の 時価の 総額が

信託財産の 純資産総額を超える こととな った場合には 、委託者は 速や かに、その 超える

額に相当する 売付の 一部を決済する ため の 指図をする も の とします。 

 

(公社債の 借入れ ) 

第 24 条  委託者は 、信託財産の 効率的な運用に資す る ため 、公社債の 借入れ の 指図をする こ

とができます。な お、当該公社債の 借入れ を行うにあたり担保の 提供が必要と認め たとき

は 、担保の 提供の 指図を行うも の とします。 

②  前項の 指図は 、当該借入れ にかかる 公社債の 時価総額が信託財産の 純資産総額の

範囲内とします。 

③   信託財産の 一部解約等の 事由により、前項の 借入れ にかかる 公社債の 時価の 総額が

信託財産の 純資産総額を超える こととな った場合には 、委託者は 速や かに、その 超える

額に相当する 借入れ た公社債の 一部を決済する ため の 指図をする も の とします。 

④   第 1項の 借入れ にかかる 品借料は 信託財産中から支弁します。 
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(先物取引等の 運用指図) 

第 25 条  委託者は 、わ が国の 証券取引所等における 有価証券先物取引、有価証券指数等先

物取引および 有価証券オ プシ ョン取引ならび に外国の 取引所における これ らの 取引と類

似の 取引を行うことの 指図をする ことができます。な お、選択権取引は 、オ プシ ョン取引に

含め て取り扱うも の とします(以下同じ。)。 

②  委託者は 、わ が国の 取引所における 通貨にかかる 先物取引ならび に外国の 取引所に

おける 通貨にかかる 先物取引および 先物オ プシ ョン取引を行うことの 指図をする ことができ

ます。 

③   委託者は 、わ が国の 取引所における 金利にかかる 先物取引および オ プシ ョン取引ならび

に外国の 取引所における これ らの 取引と類似の 取引を行うことの 指図をす る ことができま

す。 

 

(ス ワップ取引の 運用指図) 

第 26 条  委託者は 、信託財産に属す る 資産の 効率的な運用に資す る ため 、異なった通貨、異

なった受取り金利または 異な った受取り金利とその 元本を一定の 条件の も とに交換す る

取引(以下｢ス ワップ取引｣といいます。)を行うことの 指図をする ことができます。 

②  スワップ取引の 指図にあたっては 、当該取引の 契約期限が、原則として第 4 条に定め る

信託期間を超えな いも の とします。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が

可能なも の については この 限りでは ありません。 

③   ス ワップ取引の 評価は 、当該取引契約の 相手方が市場実勢金利等をも とに算出した

価額で評価する も の とします。 

④   委託者は 、ス ワップ取引を行うにあたり担保の 提供ある いは 受入れ が必要と認め たとき

は 、担保の 提供ある いは 受入れ の 指図を行うも の とします。 

 

(金利先渡取引および 為替先渡取引の 運用指図) 

第 27条  委託者は 、信託財産に属する 資産の 効率的な運用に資する ため 、金利先渡取引およ

び 為替先渡取引を行うことの 指図をする ことができます。 

②  金利先渡取引および 為替先渡取引の 指図にあたっては 、当該取引の 決済日が、原則

として第 4 条に定め る 信託期間を超えないも の とします。ただし、当該取引が当該信託

期間内で全部解約が可能なも の については この 限りでは ありません。 

③   金利先渡取引および 為替先渡取引の 評価は 、当該取引契約の 相手方が市場実勢

金利等をも とに算出した価額で評価する も の とします。 

④   委託者は 、金利先渡取引および 為替先渡取引を行うにあたり担保の 提供ある いは 受

入れ が必要と認め たときは 、担保の 提供ある いは 受入れ の 指図を行うも の とします。 

 

(同一銘柄の 転換社債等への 投資制限) 

第 28条  委託者は 、信託財産に属す る 同一銘柄の 転換社債ならび に新株予約権付社債の う
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ち商法第 341 条ノ3 第 1 項第7号および 第8号の 定め がある も の の 時価総額とマザ ー

ファンドの 信託財産に属す る 当該転換社債ならび に新株予約権付社債の うち商法第

341 条ノ3 第 1 項第7号および 第 8号の 定め がある も の の 時価総額の うち信託財産に

属する とみなした額との 合計額が、信託財産の 純資産総額の 100 分の 10 を超える こと

とな る 投資の 指図をしません。 

②  前項において信託財産に属す る とみな した額とは 、信託財産に属す る マザ ーファンドの

受益証券の 時価総額にマザ ーファンドの 信託財産の 純資産総額に占め る 当該転換社

債ならび に新株予約権付社債の うち商法第 341 条ノ3 第 1 項第7号および 第 8号の

定め がある も の の 時価総額の 割合を乗じて得た額をいいます。 

 

(有価証券の 貸付の 指図および 範囲) 

第 29 条  委託者は 、信託財産の 効率的な運用に資する ため 、信託財産に属する 株式および 公

社債につき次の 各号の 範囲内で貸付の 指図をする ことができます。 

1. 株式の 貸付は 、貸付時点において、貸付株式の 時価合計額が、信託財産で保有

する 株式の 時価の 50％を超えないも の とします。 

2. 公社債の 貸付は 、貸付時点において、貸付公社債の 額面金額の 合計額が、信託

財産で保有する 公社債の 額面金額の 合計額の 50％を超えないも の とします。 

②  前項各号に定め る 限度額を超える こととな った場合には 、委託者は 速や かに、その 超え

る 額に相当する 契約の 一部の 解約を指図する も の とします。 

③   委託者は 、有価証券の 貸付にあたって必要と認め たときは 、担保の 受入れ の 指図を行

うも の とします。 

 

(特別の 場合の 外貨建有価証券への 投資制限) 

第 30 条  外貨建有価証券への 投資については 、わ が国の 国際収支上の 理由等により特に必要

と認め られ る 場合には 、制約され る ことがあります。 

 

(外国為替予約の 指図および 範囲) 

第 31 条  委託者は 、信託財産の 効率的な運用に資す る ため 、ならび に信託財産に属す る 外貨

建資産の 額とマザ ーファンドの 信託財産に属す る 外貨建資産の うち信託財産に属す る と

みなした額との 合計額についての 為替変動リス クを回避する ため 、外国為替の 売買の 予

約取引を指図する ことができます。 

②  前項の 予約取引の 指図は 、信託財産にかかる 為替の 買予約の 合計額と売予約の 合

計額との 差額につき円換算した額および マザ ーファンドの 信託財産にかかる 為替の 買予

約の 合計額と売予約の 合計額との 差額の うち信託財産に属する とみなした額につき円換

算した額が、信託財産の 純資産総額を超えないも の とします。ただし、信託財産に属す

る 外貨建資産の 額とマザ ーファンドの 信託財産に属する 外貨建資産の うち信託財産に属
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す る とみなした額との 合計額の 為替変動リス クを回避す る ため にす る 当該予約取引の 指

図については 、この 限りでは ありません。 

③   前項の 限度額を超える こととな った場合には 、委託者は 所定の 期間内に、その 超える

額に相当す る 為替予約の 一部を解消する ため の 外国為替の 売買の 予約取引の 指図を

する も の とします。 

④   第 1 項および 第 2 項において信託財産に属する とみなした額とは 、信託財産に属する

マザ ーファンドの 受益証券の 時価総額にマザ ーファンドの 信託財産の 純資産総額に占め

る 外貨建資産の 時価総額の 割合を乗じて得た額をいいます。 

 

(保管業務の 委任等) 

第 32 条  受託者は 、委託者と協議の うえ、信託財産に属す る 資産を外国で保管す る 場合に

は 、その 業務を行うに充分な能力を有する と認め られ る 金融機関と保管契約を締結し、

これ を委任する ことができます。 

②  保管費用は 、受益者の 負担とし、信託財産中より支弁します。 

 

(有価証券等の 保管) 

第 33 条  受託者は 、信託財産に属す る 有価証券を、法令等に基づき、保管振替機関等に預

託し保管させる ことができます。 

②  受託者は 、信託財産に属す る 抵当証券を、抵当証券業の 規制等に関す る 法律関係

法令等に基づき、財団法人抵当証券保管機構に預託し保管させる ことができます。 

 

(混蔵寄託) 

第 34 条  金融機関または 証券会社から、売買代金および 償還金等について円貨で約定し円貨

で決済す る 取引により取得した外国において発行され た譲渡性預金証書または コマー

シ ャル・ペーパーは 、当該金融機関または 証券会社が保管契約を締結した保管機関に

当該金融機関または 証券会社の 名義で混蔵寄託できる も の とします。 

 

(一括登録) 

第 35 条  信託財産に属す る 国債証券の うち振替決済にかかる 国債証券については 、日本銀行

で保管する ことがあります。この 場合、日本銀行においては 日本銀行名義で一括登録す

る ことがあります。 

 

(信託財産の 表示および 記載の 省略) 

第 36 条  信託財産に属す る 有価証券については 、委託者または 受託者が必要と認め る 場合の

ほ か、信託の 表示および 記載をしません。 
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(有価証券売却等の 指図) 

第 37条  委託者は 、信託財産に属する マザ ーファンドの 受益証券にかかる 信託契約の 一部解約

の 請求および 有価証券の 売却等の 指図ができます。 

 

(再投資の 指図) 

第 38条  委託者は 、前条の 規定による 一部解約の 代金、売却代金、有価証券にかかる 償還

金等、株式の 清算分配金、有価証券等にかかる 利子等、株式の 配当金および その 他

の 収入金を再投資する ことの 指図ができます。 

 

(資金の 借入れ ) 

第 39 条  委託者は 、信託財産の 効率的な運用ならび に運用の 安定性をは かる ため 、信託財産

において一部解約金の 支払資金の 手当て(一部解約に伴う支払資金の 手当ての ため に

借入れ た資金の 返済を含みます。)を目的として、または 再投資にかかる 収益分配金の

支払資金の 手当てを目的として、資金借入れ (コール市場を通じる 場合を含みます。)の

指図をす る ことができ、また法令上可能な限度において融資枠の 設定を受ける ことを指

図する ことができます。な お、当該借入金をも って有価証券等の 運用は 行わ な いも の とし

ます。 

②  前項の 資金借入額は 、次の 各号に掲げる 要件を満たす範囲内の 額とします。 

1. 一部解約金の 支払資金の 手当の ため に行った有価証券等の 売却等による 受取り

の 確定している 資金の 額の 範囲内。 

2. 一部解約金支払日の 前営業日において確定した当該支払日における 支払資金

の 不足額の 範囲内。 

3. 借入れ 指図を行う日における 信託財産の 純資産総額の 10％以内。 

③   前項の 借入期間は 、有価証券等の 売却代金等の 入金日までに限る も の とします。 

③ の 2 前 2 項の 規定にかかわ らず、収益分配金の 再投資にかかる 借入期間は 信託財産

から収益分配金が支弁され る 日からその 翌営業日までとし、資金借入額は 収益分配金

の 再投資額を限度とします。 

④   借入金の 利息および 融資枠の 設定に要する 費用は 信託財産中より支弁します。 

 

(担保権設定にかかる 確認的規定) 

第39条の 2 委託者は 、信託財産の 効率的な運用および 運用の 安定性をは かる ため 、信託財産に

おける 特定の 資産につき、公社債の 借入れ 、ス ワップ取引、金利先渡取引、為替先渡

取引、為替予約取引、資金の 借入れ その 他の 取引により信託財産の 負担す る 債務を

担保する ため 、日本法または 外国法に基づく担保権の 設定(現金を預託して相殺権を与

える ことを含みます。)の 指図をする ことができ、また、これ に伴い適用法上当該担保権の

効力を発生させ、または 対抗要件を具備す る ため に必要とな る 契約の 締結、登記、登

録、引渡しその 他一切の 行為を行うことの 指図をする ことができます。 
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②  担保権の 設定に要する 費用は 、受益者の 負担とし、信託財産中より支弁します。 

 

(損益の 帰属) 

第 40 条  委託者の 指図に基づく行為により信託財産に生じた利益および 損失は 、す べ て受益者

に帰属します。 

 

(受託者による 資金の 立替え) 

第 41 条  信託財産に属す る 有価証券について、借替、転換、新株発行または 株式割当がある

場合で、委託者の 申出がある ときは 、受託者は 資金の 立替えをする ことができます。 

②  信託財産に属す る 有価証券にかかる 償還金等、株式の 清算分配金、有価証券等に

かかる 利子等、株式の 配当金および その 他の 未収入金で、信託終了日までにその 金額

を見積りうる も の がある ときは 、受託者がこれ を立替えて信託財産に繰り入れ る ことができ

ます。 

③   前 2 項の 立替金の 決済および 利息については 、受託者と委託者との 協議によりその つ

ど別にこれ を定め ます。ただし、前 2 項の 立替金の 利息は 、受益者の 負担とし、信託財

産中から支弁します。 

 

(信託の 計算期間) 

第 42 条  この 信託の 計算期間は 、毎年 4 月 21 日から10 月 20 日までおよび 10 月 21 日から

4 月 20 日までとす る ことを原則とします。なお、第 1 計算期間は 1997年 5 月 1 日から

1997年 10 月 20 日までとします。 

②  前項にかかわ らず、前項の 原則により各計算期間修了日に該当す る 日が休業日の と

き、各計算期間終了日は 、該当日以降の 営業日で、該当日に最も 近い日とし、その 翌

日より次の 計算期間が開始され る も の とします。 

 

(信託財産に関する 報告) 

第 43 条  受託者は 、毎計算期末に損益計算を行い、信託財産に関す る 報告書を作成して、こ

れ を委託者に提出します。 

②  受託者は 、信託終了の ときに最終計算を行い、信託財産に関す る 報告書を作成し

て、これ を委託者に提出します。 

 

(信託事務の 諸費用) 

第 44 条   信託事務の 処理等に要す る 諸費用(監査費用を含みます。)は 、受益者の 負担とし、

信託財産中から支弁します。信託財産に関する 租税についても 、受益者の 負担とし、信

託財産中から支弁します。信託事務の 処理等に要す る 諸費用、信託財産に関す る 租

税、受託者等の 立替えた立替金の 利息および その 他信託財産に関す る 費用(信託報

酬および 当該信託報酬に対す る 消費税等に相当する 金額を除きます。)を、以下｢諸経
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費｣と総称します。 

②  委託者は 、前項に定め る 信託事務の 処理等に要す る 諸費用の 支払を信託財産の た

め に行い、支払金額の 支弁を信託財産から受ける ことができます。この 場合委託者は 、

現に信託財産の ため に支払った金額の 支弁を受ける 際に、あらかじめ 受領する 金額に上

限を付す る ことが できます 。また、委託者は 、実際に支払う金額の 支弁を受ける 代わ り

に、かかる 諸費用の 金額をあらかじめ 合理的に見積も った上で、実際の 費用額にかかわ ら

ず固定率または 固定金額にて信託財産からその 支弁を受ける ことも できます。 

③   前項において諸費用の 上限、固定率または 固定金額を定め る 場合、委託者は 、信託

財産の 規模等を考慮して、信託の 設定時または 期中に、あらかじめ 委託者が定め た範

囲内でかかる 上限、固定率または 固定金額を変更する ことができます。 

④   第 2 項において諸費用の 固定率または 固定金額を定め る 場合、かかる 諸費用の 額

は 、第 42 条に規定する 計算期間を通じて毎日、信託財産の 純資産総額に応じて計上

され ます。かかる 諸費用は 、毎計算期末および 信託終了の 時、信託財産中から委託者

に対して支弁します。 

⑤   第 1 項に定め る 信託事務の 処理等に要する 諸費用は 、マザ ーファンドに関連して生じ

た諸費用の うちマザ ーファンドにおいて負担せずかつ委託者の 合理的判断によりこの 信託

に関連して生じたと認め る も の を含みます。 

 

(信託報酬の 額および 支弁の 方法) 

第 45 条  委託者および 受託者の 信託報酬の 総額は 、第 42 条に規定する 計算期間を通じて毎

日、信託財産の 純資産総額に年 10,000 分の 150 の 率を乗じて得た金額とします。 

②  前項の 信託報酬は 、毎計算期末または 信託終了の とき信託財産中から支弁する も の

とし、委託者と受託者との 間の 配分は 別に定め ます。 

③   第 1 項の 信託報酬に対する 消費税等に相当する 金額を、信託報酬支弁の ときに、信

託財産中から支弁します。 

 

(収益の 分配) 

第 46 条  信託財産から生ずる 毎計算期末における 利益は 、次の 方法により処理します。 

1. 配当金、利子、貸付有価証券にかかる 品貸料および これ らに類す る 収益から支払

利息を控除した額(以下｢配当等収益｣といいます。)は 、諸経費、信託報酬および

当該信託報酬に対する 消費税等に相当する 金額を控除した後その 残金を受益者

に分配する ことができます。な お、次期以降の 分配にあてる ため 、分配準備積立金

として積み立てる ことができます。 

2. 売買損益に評価損益を加減した利益金額(以下｢売買益｣といいます。)は 、諸経

費、信託報酬および 当該信託報酬に対す る 消費税等に相当する 金額を控除し、

繰越欠損金の ある ときは 、その 全額を売買益をも って補てんした後、受益者に分配

する ことができます。なお、次期以降の 分配にあてる ため 、分配準備積立金として積
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み立てる ことができます。 

②  毎計算期末において、信託財産につき生じた損失は 、次期に繰り越します。 

 

第 47条  [削除] 

 

(収益分配金の 再投資) 

第 48条  委託者は 、原則として、毎計算期間終了日の 翌営業日に、収益分配金を委託者の

指定する 証券会社および 登録金融機関に交付します。 

②  委託者の 指定する 証券会社および 登録金融機関は 、別に定め る 契約に基づき、受益

者に対し遅滞なく収益分配金の 再投資にかかる 受益証券の 売付を行います。 

③   収益分配金にかかる 収益調整金は 、原則として、各受益者毎の 信託時の 受益証券

の 価額等に応じて計算され る も の とします。 

  

(償還金および 一部解約金の 支払い) 

第 49 条  償還金(信託終了時における 信託財産の 純資産総額を受益権口数で除した額をいい

ます。以下同じ。)は 、信託終了日後 1ヶ月以内の 委託者の 指定する 日から受益証券と

引換えに受益者に支払います。 

②  一部解約金は 、受益者による 一部解約の 実行の 請求日から起算して、原則として 5

営業日目から受益者に支払います。 

③   前 2 項に規定する 償還金および 一部解約金の 支払いは 、委託者の 指定する 証券会

社および 登録金融機関の 営業所等において行うも の とします。 

③ の 2 償還金および 一部解約金にかかる 収益調整金は 、原則として、各受益者毎の 信託

時の 受益証券の 価額等に応じて計算され る も の とします。 

④   記名式の 受益証券を有す る 受益者は 、あらかじめ その 印鑑を届け出る も の とし、第 1

項および 第 2項の 場合には 受益証券に、記名し届出印を押捺する も の とします。 

⑤   委託者は 、前項の 規定により押捺され た印影を届出印と照合し、相違ないも の と認め

て償還金および 一部解約金の 支払いをしたときは 、印鑑の 盗用その 他の 事情があって

も 、その ため に生じた損害について、その 責を負わ ないも の とします。 

 

第 50 条  [削除] 

 

(償還金の 時効) 

第 51 条  受益者が、信託終了による 償還金について第 49 条第 1 項に規定する 支払開始日か

ら10 年間その 支払いを請求しないときは 、その 権利を失い、委託者が受託者から交付を

受けた金銭は 、委託者に帰属します。 
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(収益分配金、償還金および 一部解約金の 委託者への 交付と支払いに関する 受託者の 免責) 

第 52 条  受託者は 、収益分配金については 、原則として毎計算期間終了日の 翌営業日に、償

還金については 第 49 条第 1 項に規定する 支払開始日の 前日までに、一部解約金につ

いては 第 49 条第 2項に規定する 支払日までに、その 全額を委託者に交付します。 

②  受託者は 、前項の 規定により委託者に収益分配金、償還金および 一部解約金を交

付した後は 、受益者に対する 支払いにつき、その 責に任じません。 

 

(受益証券の 買取り) 

第 53 条  委託者の 指定する 証券会社および 登録金融機関は 、受益者から買取りの 請求がある

ときは 、1997年 10 月最終営業日以降において、第 7条第 1 項に規定する 特定日を

買取りの 受付日として 1 口単位をも ってその 受益証券を買い取ります。ただし、2003 年 1

月 6 日以降は 、英国証券取引所も しくは ニューヨーク証券取引所または ロンドンの 銀行

も しくは ニューヨーク の 銀行が休業日の 場合を除き、毎営業日に 1 口単位をも って受益

証券を買い取ります。前記にかかわ らず、委託者の 指定す る 証券会社および 登録金融

機関は 、1997年 10 月最終営業日前日以前に、または 特定日を除く 2002 年 12 月

30 日以前に、受益者(受益者死亡の 場合は その 相続人)から、次の 事由により買取りの

請求がある ときは 、当該請求の 日を買取りの 受付日として、1 口単位をも ってその 受益証

券を買い取ります。な お、委託者の 指定す る 証券会社または 登録金融機関は 、当該受

益者(受益者死亡の 場合には その 相続人)に対し、当該事由を証す る 書類の 提示を求

め る 等して当該事由の 発生を確認する も の とします。1997年 10 月最終営業日前日以

前に受益者から買取りの 請求があった場合、委託者の 指定する 証券会社または 登録金

融機関は 、受益者より買い取った受益証券を1997年 10 月最終営業日以降の 特定

日において、委託者に一部解約の 実行を請求する も の とします。 

1. 受益者が死亡したとき 

2. 受益者が天災地変その 他不可抗力により財産の 大部分を滅失したとき 

3. 受益者が破産宣告を受けたとき 

4. 受益者が疾病により生計の 維持ができなくなったとき 

5. その 他前各号に準ずる 事由がある も の として委託者の 指定す る 証券会社または 登

録金融機関が認め る とき 

 以上にかかわ らず、当該証券会社または 登録金融機関が事前に委託者に対して書面

で通知し、委託者がこれ を書面により承諾した場合には 、本項の 適用は ありません。当

該証券会社または 登録金融機関に関してすでに本項の 適用がある 場合には 、委託者は

や む を得ない場合を除き承諾しないも の とします。 

②  前項の 場合、受益証券の 買取価額は 、買取りの 受付日の 翌営業日の 基準価額か

ら、当該買取りに関して課税対象者にかかる 所得税および 地方税に相当する 金額を控

除した額とします。 

③   委託者の 指定する 証券会社または 登録金融機関は 、証券取引所における 取引の 停



＜信託約款＞ 

止、外国為替取引の 停止その 他や む を得ない事情(コンピューターの 誤作動等により決

済が不能とな った場合、基準価額の 計算が不能とな った場合、計算され た基準価額の

正確性に合理的な疑いが生じた場合等を含みます。)がある ときは 、委託者との 協議に

基づいて、第 1 項による 受益証券の 買取りを中止する ことまたは すでに受付けた買取請

求を保留または 取消すことができます。 

④   前項により受益証券の 買い取りが中止され た場合または す でに受付けた買取請求が

保留され た場合には 、受益者は 買取中止または 請求保留以前に行った当日の 買取請

求を撤回できます。ただし、受益者がその 買取請求を撤回しない場合には 、当該証券の

買取価額は 、買取中止または 請求保留を解除した後の 最初の 基準価額の 計算日を買

取りの 受付日として第 2項の 規定に準じて計算され た価額とします。 

 

(信託の 一部解約) 

第 54 条  受益者(前条の 委託者の 指定する 証券会社および 登録金融機関を含みます。以下本

条において同じ。)は 、1997年 10 月最終営業日以降の 特定日において、自己の 有する

受益証券につき、委託者に当該特定日を一部解約の 実行の 請求日として、1 口単位を

も って一部解約の 実行を請求する ことができます。解約の 受付けは 、前月の 特定日の 翌

営業日から解約の 請求を行なう月の 特定日までとします。ただし、2003 年 1 月 6 日以

降は 、英国証券取引所も しくは ニューヨーク証券取引所または ロンドンの 銀行も しくは

ニューヨークの 銀行が休業日の 場合を除き、毎営業日に 1 口単位をも って一部解約の 実

行を請求する ことができます。 

②  委託者は 、前項の 一部解約の 請求を受け付けた場合には 、この 信託契約の 一部を解

約します。 

③   前項の 一部解約の 価額は 、一部解約の 実行の 請求日の 翌営業日の 基準価額としま

す。 

④   受益者が、第 1 項の 一部解約の 実行の 請求をする ときは 、委託者の 指定する 証券会

社または 登録金融機関に対し、受益証券をも って行うも の とします。 

⑤   委託者は 、証券取引所における 取引の 停止、外国為替取引の 停止その 他や む を得な

い事情(コンピューターの 誤作動等により決済が不能となった場合、基準価額の 計算が不

能となった場合、計算され た基準価額の 正確性に合理的な疑いが生じた場合等を含み

ます。)がある ときは 、第 1 項による 一部解約の 実行の 請求の 受付を中止する ことおよび

すでに受付けた一部解約の 実行の 請求を保留または 取消すことができます。 

⑥   前項により一部解約の 実行の 請求の 受付が中止され た場合または すでに受付けた一

部解約の 実行の 請求が保留され た場合には 、受益者は 当該受付中止または 請求保留

以前に行った当日の 一部解約の 実行の 請求を撤回できます。ただし、受益者がその 一

部解約の 実行の 請求を撤回しない場合には 、当該証券の 一部解約の 価額は 、当該受

付中止または 請求保留を解除した後の 最初の 基準価額の 計算日を一部解約の 実行の

請求日として第 3項の 規定に準じて計算され た価額とします。 

⑦   委託者は 、信託契約の 一部を解約する ことにより受益権の 総口数が 30 億口を下回る
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こととな った場合には 、受託者と協議の うえ、あらかじめ 監督官庁に届け出る ことにより、こ

の 信託契約を解約し、この 信託を終了させる ことができます。 

⑧   委託者は 、前項の 事項について、あらかじめ 、これ を公告し、かつ、知られ たる 受益者に

対して書面を交付します。ただし、全ての 受益者に対して書面を交付したときは 、原則と

して、公告を行いません。 

⑨   次条第 3 項から第 6 項までの 規定は 、前項の 場合にこれ を準用します。この 場合にお

いて、次条第 4項中｢第 1項｣とある の は ｢第 54 条第7項｣と読み替えます。 

 

(信託契約の 解約) 

第 55 条  委託者は 、信託期間中において、この 信託契約を解約する ことが受益者の ため 有利で

ある と認め る ときまたは や む を得ない事情が発生したときは 、受託者と合意の うえ、この 信

託契約を解約し、信託を終了させる ことができます。この 場合において、委託者は 、あらか

じめ 、解約しようとす る 旨を監督官庁に届け出ます。 

②  委託者は 、前項の 事項について、あらかじめ 、解約しようとす る 旨を公告し、かつ、その

旨を記載した書面をこの 信託契約に係る 知られ たる 受益者に対して交付します。ただし、

この 信託契約に係る 全ての 受益者に対して書面を交付したときは 、原則として、公告を

行いません。 

③   前項の 公告および 書面には 、受益者で異議の ある 者は 一定の 期間内に委託者に対し

て異議を述べ る べ き旨を付記します。なお、一定の 期間は 1 ヶ月を下らないも の とします。 

④   前項の 一定の 期間内に異議を述べ た受益者の 受益権の 口数が受益権の 総口数の

二分の 一を超える ときは 、第 1 項の 信託契約の 解約をしません。 

⑤   委託者は 、この 信託契約の 解約をしないこととしたときは 、解約しない旨および その 理由

を公告し、かつ、これ らの 事項を記載した書面を知られ たる 受益者に対して交付します。

ただし、全ての 受益者に対して書面を交付したときは 、原則として、公告を行いません。 

⑥   第 3 項から前項までの 規定は 、信託財産の 状態に照らし、真にや む を得ない事情が生

じている 場合であって、第 3 項の 一定の 期間が 1 ヶ月を下らずにその 公告および 書面の

交付を行うことが困難な場合には 適用しません。 

 

(信託契約に関する 監督官庁の 命令) 

第 56 条  委託者は 、監督官庁よりこの 信託契約の 解約の 命令を受けたときは 、その 命令にした

がい、信託契約を解約し信託を終了させます。 

②  委託者は 、監督官庁の 命令に基づいてこの 信託約款を変更しようとす る ときは 、第 60

条の 規定にしたがいます。 

 

(委託者の 認可取消等に伴う取扱い) 

第 57条  委託者が監督官庁より認可の 取消を受けたとき、解散したときまたは 業務を廃止したと

きは 、委託者は 、この 信託契約を解約し、信託を終了させます。 
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②  前項の 規定にかかわ らず、監督官庁がこの 信託契約に関す る 委託者の 業務を他の 投

資信託委託業者に引き継ぐことを命じたときは 、この 信託は 、第 60 条第 4 項に該当す

る 場合を除き、当該投資信託委託業者と受託者との 間において存続します。 

 

(委託者の 営業の 譲渡および 承継に伴う取扱い) 

第 58条  委託者は 、投資信託委託業者の 営業の 全部又は 一部を譲渡す る ことがあり、これ に

伴い、この 信託契約に関する 営業を譲渡する ことがあります。 

②  委託者は 、分割により営業の 全部又は 一部を承継させ る ことがあり、これ に伴い、この

信託契約に関する 営業を承継させる ことがあります。 

 

(受託者の 辞任に伴う取扱い) 

第 59 条  受託者は 、委託者の 承諾を受けてその 任務を辞任する ことができます。この 場合、委託

者は 第 60 条の 規定にしたがい、新受託者を選任します。 

②  委託者が新受託者を選任できな いときは 、委託者は この 信託契約を解約し、信託を

終了させます。 

 

(信託約款の 変更) 

第 60 条  委託者は 、受益者の 利益の ため 必要と認め る ときまたは や む を得ない事情が発生したと

きは 、受託者と合意の うえ、この 信託約款を変更する ことができる も の とし、あらかじめ 、変

更しようとす る 旨および その 内容を監督官庁に届け出ます。 

②  委託者は 、前項の 変更事項の うち、その 内容が重大な も の について、あらかじめ 、変更

しようとす る 旨および その 内容を公告し、かつ、これ らの 事項を記載した書面をこの 信託約

款に係る 知られ たる 受益者に対して交付します。ただし、この 信託約款に係る 全ての 受

益者に対して書面を交付したときは 、原則として、公告を行いません。 

③   前項の 公告および 書面には 、受益者で異議の ある 者は 一定の 期間内に委託者に対し

て異議を述べ る べ き旨を付記します。なお、一定の 期間は 1 ヶ月を下らないも の とします。 

④   前項の 一定の 期間内に異議を述べ た受益者の 受益権の 口数が受益権の 総口数の

二分の 一を超える ときは 、第 1 項の 信託約款の 変更をしません。 

⑤   委託者は 、当該信託約款の 変更をしないこととしたときは 、変更しない旨および その 理

由を公告し、かつ、これ らの 事項を記載した書面を知られ たる 受益者に対して交付しま

す。ただし、全ての 受益者に対して書面を交付したときは 、原則として、公告を行いませ

ん。 

 

(反対者の 買取請求権) 

第60条の 2 第55条に規定す る 信託契約の 解約または 前条に規定する 信託約款の 変更を行う場

合において、第55条第3項または 前条第3項の 一定の 期間内に委託者に対して異議を

述べ た受益者は 、委託者の 指定す る 証券会社または 登録金融機関を通じ、受託者に



＜信託約款＞ 

対し、自己の 有する 受益証券を、信託財産をも って買取る べ き旨を請求する ことができま

す。 

 

(公  告) 

第 61 条  委託者が受益者に対してす る 公告は 、日本経済新聞に掲載します。 

 

(信託約款に関する 疑義の 取扱い) 

第 62 条  この 信託約款の 解釈について疑義を生じたときは 、委託者と受託者との 協議により定め

ます。 

 

(附  則) 

第 63 条  第 48条第 3 項および 第 49 条第 3 項の 2 に規定する ｢収益調整金｣は 、所得税法

施  行令第 27条の 規定による も の とし、各受益者毎の 信託時の 受益証券の 価額と元

本との 差額をいい、原則として、追加信託の つど当該口数により加重平均され 、収益分

配の つど調整され る も の とします。また、同条同項に規定す る ｢各受益者毎の 信託時の

受益証券の 価額等｣とは 、原則として、各受益者毎の 信託時の 受益証券の 価額をい

い、追加信託の つど当該口数により加重平均され 、収益分配の つど調整され る も の とし

ます。なお、2000 年 3 月 30 日以前の 取得申込にかかる 受益権の 信託時の 受益証券

の 価額は 、委託者が計算する 2000 年 3 月 31 日の 平均信託金(信託金総額を総口

数で除して得た額)とみなす も の とします。この 信託約款の 解釈について疑義を生じたとき

は 、委託者と受託者との 協議により定め ます。 

 

附則第 1条  本約款第 7条第 1 項の 規定に拘らず、1999 年 12 月に限り、当該規定の ｢特

定日｣を12 月 21 日とします。 

 

 上記条項により信託契約を締結します。 

 

 

信託契約締結日  1997年 5月 1日 

 

委 託 者  東京都港区赤坂二丁目 17番７号赤坂溜池タワー 

ゴ ールドマン・サ ック ス ・アセ ット・マネジ メント株式会社 

 

受 託 者 東京都品川区東品川二丁目 3番 14号 

日興シ ティ信託銀行株式会社 

 



回る地球の債券投資。 
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